
(証券コード 3691)
2024年12月10日

(電子提供措置の開始日2024年12月３日)

株 主 各 位
東京都渋谷区元代々木町30番13号

株式会社デジタルプラス
代表取締役
社 長 菊 池 誠 晃

第20回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第20回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申し上げ
ます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記
ウェブサイトに「第20回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

・当社ウェブサイト

https://digital-plus.co.jp/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

・東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

※ 上記ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」欄に「デジタルプラ
ス」と入力、または、「コード」欄に「3691」と入力の上、検索し、「基本情報」
から「縦覧書類/PR情報」タブを選択し、「株主総会招集通知/株主総会資料」欄
よりご確認ください。

・「ネットで招集」

https://s.srdb.jp/3691/

当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決
権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2024年12月24日（火曜日）午後７時までに到
着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬具
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パソコン ・ スマートフォン ・  
タブレット端末からも
ご覧いただけます。

https://s.srdb.jp/3691/

記

1. 日 時 2024年12月25日（水曜日）午後３時30分
2. 場 所 東京都渋谷区渋谷2-12-15 日本薬学会長井記念館
3. 目的事項

報告事項 1. 第20期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

2. 第20期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）計算書類
報告の件

決議事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
第３号議案 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものと
して取り扱わせていただきます。

◎当社定款第15条の定めにより、当社の議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会
にご出席いただけます。但し、代理権を証明する書面のご提出が必要となります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している当社ウェブサイトに修正内容を掲載
させていただきます。

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねておりま
す。なお、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、下記の事項を除いております。従っ
て、当該書面は監査報告の作成に際して、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の
一部であります。

事業報告

企業集団の現況に関する事項

事業の経過及び成果

対処すべき課題

財産及び損益の状況の推移

主要な事業内容

主要な営業所

従業員の状況

主要な借入先

その他企業集団の現況に関する重要な事項

会社の株式に関する事項

会社の新株予約権等に関する事項

会社役員に関する事項

責任限定契約の内容の概要

役員等賠償責任保険契約の内容の概要

社外役員に関する事項

会計監査人の状況

剰余金の配当等の決定に関する方針

連結計算書類

連結財政状態計算書

連結損益計算書

連結持分変動計算書

連結注記表

計算書類

貸借対照表

損益計算書

株主資本等変動計算書

個別注記表

監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

計算書類に係る会計監査人の監査報告

監査等委員会の監査報告
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事 業 報 告

( 2023年10月１日から
2024年９月30日まで )

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 設備投資の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

② 資金調達の状況

当連結会計年度におきましては、借入金として480,000千円、２回の第三者割

当増資による新株式の発行により229,826千円の資金調達を行いました。

③ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

④ 他の会社の事業の譲受の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑤ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

(2) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の
出資比率

主要な事業内容

株式会社デジタルフィンテック 10,000 千円 100.0 ％ フィンテック事業

株式会社デジタルand 3,000
千円

51.0
％

メンタルヘルス事業

③ 特定完全子会社に関する事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2024年９月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 9,700,000株

(2) 発行済株式の総数 4,021,931株（自己株式100,169株を除く）

(3) 株主数 2,437名

3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（2024年９月30日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 菊池誠晃 経営全般、フィンテック事業管掌

取締役 千葉博文 デジタルマーケティング、フィンテック事業管掌

取締役 加藤涼

最高財務責任者兼グループ本部長

株式会社bitFlyer Holdings 監査等委員である取締役

株式会社YAP JAPAN 代表取締役

インバウンドテクノロジー株式会社 取締役

取締役 澤博史

エステートテクノロジーズ株式会社 代表取締役

TOKYO BIG HOUSE株式会社 社外取締役

株式会社ROBOT PAYMENT 社外取締役

アディッシュ株式会社 社外取締役

株式会社Macbee Planet 社外取締役

取締役
（監査等委員）

大塚和成 ＯＭＭ法律事務所 弁護士

取締役
（監査等委員）

志村正之

株式会社Shimura&Partners 代表取締役

株式会社bitFlyer Holdings 監査等委員である取締役

株式会社HashPort 社外取締役

BASE株式会社 社外取締役

メドピア株式会社 社外取締役

取締役
（監査等委員）

西井健二朗
株式会社セブン銀行 常務執行役員

TORANOTEC株式会社 社外取締役

(注）１. 取締役 澤博史氏、取締役（監査等委員）大塚和成氏、志村正之氏及び西井健二朗氏は、会
社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
なお、当社は澤博史氏、大塚和成氏、志村正之氏及び西井健二朗氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２. 監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織
的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定は必要としないことから、常勤の監
査等委員を選定しておりません。

(2) 当事業年度中に退任した取締役

退任時における
会社における地位

氏名
退任時の

担当及び重要な兼職の状況
退任日

取締役
（監査等委員）

杉山直也
株式会社ケイジャーズ 代表取締役
SATORI株式会社 社外監査役

2023年12月30日

（注） 取締役 杉山直也氏は、任期満了による退任であります。
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(3) 取締役の報酬等の総額

取締役
（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

計

人数 金額 人数 金額 人数 金額

４名 61,200千円 ４名 9,300千円 ８名 70,500千円
(１名) (3,600千円) (４名) (9,300千円) (５名) (12,900千円)

(注）１．取締役（監査等委員を除く）に対する報酬限度額は、2016年12月22日開催の第12回定時株
主総会において、年額200,000千円以内（うち社外取締役分は年額30,000千円以内）と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち社外取締役１名）
です。

２．取締役（監査等委員）に対する報酬限度額は、2016年12月22日開催の第12回定時株主総会
において、年額30,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締
役（監査等委員）の員数は３名です。

３．2023年12月30日開催の取締役会において、取締役（監査等委員を除く。）のそれぞれの報酬
については、代表取締役社長 菊池誠晃(経営全般、フィンテック事業管掌）に一任する旨
を決議しております。理由は、各取締役の評価については、代表取締役に一任することが
最適であると判断したからであります。

(4) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2021年２月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の

内容に係る決定方針を決議しております。なお、取締役会は当事業年度に係る取

締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等

の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当

該決定方針に沿うものであると判断しております。

① 基本方針

当社の取締役の報酬は、固定報酬として、個々の取締役の報酬の決定に際して

は各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

② 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を

与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、各役員の役職、役割、及び

会社の業績、担当業務の内容、貢献、実績等を踏まえて決定するものとしており

ます。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、取締役会又は取締役会決議で委任を受けた代表取

締役社長が、その具体的内容を決定するものとしております。

― 5 ―

2024年11月29日 16時00分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は、本定時株主総会終結の

時をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）４名の選任をお願いするものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次の通りであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１
菊
きく

池
ち

誠
まさ

晃
あき

(1978年３月25日生)

2001年10月 株式会社サイバーエージェン

ト入社

827,100株

2004年３月 同社マネージャー就任

2005年３月 株式会社シーエー・キャピタ

ル

(現 株式会社サイバーエージ

ェント・ベンチャーズ)出向

2005年７月 当社設立

代表取締役社長就任(現任)

(当社における地位及び担当)

代表取締役社長 経営全般

フィンテック事業管掌

２
千
ち

葉
ば

博
ひろ

文
ふみ

（1990年８月22日生）

2013年４月 当社入社

200株

2018年３月 株式会社リアルＸ

代表取締役就任

2020年５月 当社執行役員就任

2020年12月 当社取締役就任(現任)

(当社における地位及び担当)

取締役 デジタルマーケティング、

フィンテック事業管掌
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

３ 加
か

藤
とう

涼
りょう

（1980年４月27日生）

2000年４月 中央青山監査法人

―

2005年11月 モルガン・スタンレー証券株

式会社入社

2009年１月 フォートラベル株式会社 取締

役就任

2010年５月 バークレイズ証券株式会社

入社

2012年９月 コーチ・ジャパン合同会社

入社

2014年９月 S-team合同会社 CIO就任

2015年10月 株式会社the GUEST

代表取締役就任

2016年２月 ユナイテッド＆コレクティブ

株式会社 取締役就任

2016年９月 株式会社YAP JAPAN

代表取締役就任(現任)

2018年12月 AltGate合同会社代表社員

就任

2019年６月 インバウンドテクノロジー

株式会社 取締役(現任)

2020年12月 当社執行役員CFO 兼

グループ本部長就任

2022年３月 株式会社bitFlyer Holdings

監査等委員である取締役就任

(現任)

2022年12月 当社取締役CFO 兼

グループ本部長就任（現任）

(当社における地位及び担当)

取締役 最高財務責任者兼グループ本部長
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

４ 澤
さわ

博
ひろ

史
ふみ

（1969年１月28日生）

2009年４月 データセクション株式会社

代表取締役就任

15,000株

2013年４月 ソリッドインテリジェンス 株

式会社 取締役就任

2018年10月 Tranzax株式会社 社外取締役

就任

2018年10月 株式会社プログレス(現TOKYO

BIG HOUSE株式会社)社外取締

役就任(現任)

2018年12月 株式会社Macbee Planet 社外

取締役就任(現任)

2019年３月 エステートテクノロジーズ株

式会社

代表取締役就任(現任)

2019年10月 株式会社ROBOT PAYMENT

社外取締役就任(現任)

2020年３月 アディッシュ株式会社

社外取締役就任(現任)

2022年12月 当社社外取締役就任(現任)

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］

澤博史氏は、企業経営者として、幅広い見識を有しており、当

社の業務執行に対する監督、助言等いただくことを期待し、社

外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．澤博史氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は澤博史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ております。

３．澤博史氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。

４．当社と澤博史氏は、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定す

る額であります。

５．当社は、現任取締役である候補者各氏を被保険者に含む会社法第430条の3第１項に規定する役

員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責

任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当

該保険契約により補填することとしております。各氏の再任が承認された場合、当該保険契約

の被保険者となります。なお、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。
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第２号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

監査等委員である取締役大塚和成氏及び志村正之氏は、本定時株主総会終結の時を

もって任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役２名の選任をお

願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次の通りであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１
松
まつ

本
もと

雄
ゆう

真
ま

(1990年７月12日生)

2018年１月 弁護士登録

―
2018年1月 佐藤総合法律事務所入所

2021年４月 株式会社リクルート入社

2024年10月 佐藤総合法律事務所入所(現任)

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］

松本雄真氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏の弁護士として

のこれまでの経験と専門知識並びにフィンテック業界に関する幅広

い見識を当社の経営に活かしていただけると判断したためでありま

す。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

２
志
し

村
むら

正
まさ

之
ゆき

(1958年９月７日生)

1982年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井

住友銀行)入行

―

2010年４月 同行執行役員アジア・大洋州本部長就

任

2015年４月 同行専務執行役員就任

2017年５月 三井住友カード株式会社専務執行役員

就任

2018年６月 同社代表取締役専務執行役員就任

2019年７月 株式会社Shimura&Partners代表取締

役就任(現任)

2019年８月 BASE株式会社社外取締役就任(現任)

2020年３月 株式会社bitFlyer Holdings社外取締役

就任(現任)

2020年12月 メドピア株式会社社外取締役就任（現任）

2021年４月 株式会社HashPort社外取締役就任(現任)

2022年12月 当社社外取締役(監査等委員)就任(現任)

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］

志村正之氏を社外取締役候補者とした理由は、企業の経営、財務活

動に対する豊富な経験と幅広い知見を有しており、当社の経営全般

に対する助言を期待し、社外取締役として選任をお願いするもので

あります。

(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．松本雄真氏及び志村正之氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、現任監査等委員である取締役である候補者を被保険者に含む会社法第430条の3第１項

に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の

執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの

ある損害を当該保険契約により補填することとしております。各氏の再任及び選任が承認され

た場合、当該保険契約の被保険者となります。なお、任期途中に当該保険契約を更新する予定

であります。

４．志村正之氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は本定

時株主総会終結の時をもって２年となります。

５．当社は、志村正之氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令

が規定する額であります。志村正之氏が再任された場合には、当該契約を継続する予定であり

ます。

６．松本雄真氏が監査等委員である社外取締役に選任された場合、当社は同氏との間で、当社の定

款に基づき責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度

額は、法令が規定する額とします。

７．志村正之氏は略歴の通り、過去10年において当社の特定関係事業者である株式会社三井住友銀

行の業務執行者でありました。
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第３号議案 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件

当社は、当社子会社を含めたグループ全体の現時点の損益状況を踏まえて、総合的

な財務戦略の見地から、繰越利益剰余金の欠損を補填し、今後のさらなる効率的な経

営の推進及び財務体質の健全化を図ることを目的とし、資本金及び資本準備金の額の

減少を行うことにつき、ご承認をお願いするものであります。

具体的には、会社法第447条第１項および会社法第448条第１項の規定に基づき、資

本金及び資本準備金の額を減少し、これらをその他資本剰余金に振り替え、繰越利益

剰余金の欠損補填に充当することにつき、ご承認をお願いするものであります。

なお、本議案は、発行済株式総数を変更することなく、資本金及び資本準備金の額

のみを減少いたしますので、株主の皆様のご所有株式数に影響を与えるものではござ

いません。

また、資本金及び資本準備金の額の減少は貸借対照表の純資産の部における勘定科

目の振替処理に関するものであり、当社の純資産額及び発行済株式総数にも変更はご

ざいませんので、１株当たり純資産額に変更が生じるものでもございません。

１．資本金の額の減少の内容

（１）減少する資本金の額

2024年９月30日現在の資本金125,489,650円のうち、115,489,650円を減少し、

減少後の資本金の額を10,000,000円といたします。なお、当社が発行している新

株予約権が効力発生日までに行使された場合、行使により増加する資本金の額と

同額分を合わせて減少することにより、資本金の額の減少が効力を生ずる日にお

ける最終的な資本金の額を10,000,000円とすることといたします。

（２）資本金の額の減少方法

発行済株式総数の変更は行わず、減少する資本金の額の全額をその他資本剰余

金へ振り替えます。

（３）資本金の額の減少が効力を生ずる日

2025年２月28日を予定しております。

２．資本準備金の額の減少の内容

（１）減少する資本準備金の額

2024年９月30日現在の資本準備金125,489,650円のうち、115,489,650円を減少

し、減少後の資本準備金の額を10,000,000円といたします。なお、当社が発行し

ている新株予約権が効力発生日までに行使された場合、行使により増加する資本

準備金の額と同額分を合わせて減少することにより、資本準備金の額の減少が効

力を生ずる日における最終的な資本準備金の額を10,000,000円とすることといた

します。
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（２）資本準備金の額の減少方法

発行済株式総数の変更は行わず、減少する資本準備金の額の全額をその他資本

剰余金へ振り替えます。

（３）資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

2025年２月28日を予定しております。

３．剰余金の処分の内容

会社法第452条の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件

に、資本金及び資本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金のうち

1,482,219,941円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損補填に充当いたしたいと存じま

す。これによって、当社の繰越利益剰余金の欠損が解消されることとなります。

（１）減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金 1,482,219,941円

（２）増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 1,482,219,941円

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場 東京都渋谷区渋谷２-12-15

日本薬学会長井記念館

交通機関

●JR山手線、東急東横線、東急田園都市線、京王

井の頭線、東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都

心線の渋谷駅下車（東口）徒歩８分

●JR渋谷駅東口、都営バス「学03 日赤医療センタ

ー行き」１つ目「渋谷３丁目」下車すぐ

2024年11月29日 16時00分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



電子提供措置の開始日2024年12月３日

第20回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

（2023年10月１日から2024年９月30日まで）

事業報告
企業集団の現況に関する事項
事業の経過及び成果
対処すべき課題
財産及び損益の状況の推移
主要な事業内容
主要な営業所
従業員の状況
主要な借入先
その他企業集団の現況に関する重要
な事項

会社の株式に関する事項
会社の新株予約権等に関する事項
会社役員に関する事項
責任限定契約の内容の概要
役員等賠償責任保険契約の内容の概要
社外役員に関する事項

会計監査人の状況
剰余金の配当等の決定に関する方針
業務の適正を確保するための体制及び
その運用状況の概要

連結計算書類
連結財政状態計算書
連結損益計算書
連結持分変動計算書
連結注記表

計算書類
貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
計算書類に係る会計監査人の監査報告
監査等委員会の監査報告

株式会社デジタルプラス
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事 業 報 告

( 2023年10月１日から
2024年９月30日まで )

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度（2023年10月１日～2024年９月30日）におけるわが国の経済

は、賃上げや雇用情勢の改善により景気は回復傾向が続くことが期待されており

ます。一方で長期化したウクライナ・中東情勢による海外景気の下振れや円安進

行による物価上昇、わが国を含む各国の政策金利引き上げによる金融不安等の影

響により依然としてわが国の景気も下押しされる可能性がある不透明な状況が続

きました。また、人口減少を背景に労働生産性の向上を図っていくことが課題と

なっております。

当社グループを取り巻く市場においては、引き続きインターネット広告市場に

おいて、世界全体としてDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進が加速

し、オフライン媒体と比較してデジタル媒体費の費用効率が良いこともあり、イ

ンターネット広告費が社会のデジタル化を背景に継続して成長しており、当社グ

ループにとって追い風となっております。

また、フィンテック市場においても、海外からのインバウンド消費の回復等か

らの市場の拡大が進み、キャッシュレス決済のニーズが高まり、今後のフィンテ

ック市場においても更なる成長が見込まれると考えております。

このような状況において、当社グループはメディア運営を中心に行っている

「デジタルマーケティング事業」、及びデジタルギフト®や給与前払いサービスを

中心に展開する「フィンテック事業」の２つの事業を中心に展開をしておりま

す。

「デジタルマーケティング事業」においては、インターネット広告代理等のデ

ジタルマーケティング支援事業と既存事業のメディア運営を進めております。

「フィンテック事業」においては、従来から運営しているデジタルギフト®に加

え、給与前払いサービス「即払い」にも本格的に注力を始めております。当社グ

ループはマーケティング(広告)領域・人材領域・支払のDX(金融)領域の３つの領

域を注力領域としてあげており、３万円以下の対個人向け支払でのシェア拡大を

目指し邁進しております。また今後予定している資金移動業の取得により、報酬

といった今まで対応できなかった対価性がある支払と、犯罪収益移転防止法に準

拠した送金に対応できるようになる見込みであり、当社グループの事業優位性が

より強化されると考えております。

当連結会計年度においては、前連結会計年度においてM&Aにより取得した事業
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とのシナジー創出も引き続き進めてまいりました。具体的には給与前払いサービ

ス「即払い」が保有している事業ノウハウを人材領域のシェア拡大に活用してお

り、またそのノウハウをメンタルヘルス事業「マヒナ」及びオンライン家庭教師

事業「ピース」における報酬支払においても活用を目指しております。

また、当第３四半期会計期間において、IT導入補助金を返済原資とする債権に

対するファクタリング事業を開始いたしました。ITツール導入企業のDX化の推進

を資金面からサポートし、更なる流通総額の拡大を目指しております。

さらに、当連結会計年度においては、株式会社セレス、株式会社Bennu及び株

式会社どこよりもの３社と資本業務提携を行いました。いずれもフィンテック事

業において、各社と当社グループの実績や知見、企画・開発力を相互に利用し、

相互の事業の収益性を高めることを目的としており、企業価値拡大につながると

考えております。

以上の結果、当連結会計年度の売上収益は838,500千円（前年同期比26.0％

増）、営業利益は56,172千円（前年同期は営業損失282,162千円）、親会社の所有

者に帰属する当期利益は21,171千円（前年同期は親会社の所有者に帰属する当期

損失277,018千円）となりました。

セグメント別の業績は次の通りです。

ａ．デジタルマーケティング事業

デジタルマーケティング支援事業と既存事業のメディア運営を展開しまし

た。

以上の結果、デジタルマーケティング事業の売上収益は209,262千円（前年

同期比13.1％増）、セグメント利益149,160千円（前年同期比487.2％増）とな

りました。

ｂ．フィンテック事業

国内のキャッシュレス化の浸透、在宅ワークの拡大、副業解禁などにより

個人の稼ぎ方がより多様化する社会的背景の中で、現金以上に価値のあるポイ

ントが利用できる報酬支払インフラの構築を目指して事業を運営してまいりま

した。当連結会計年度においては、デジタルギフト®及び「即払い」を中心と

して引き続き流通総額の増加に注力し、最終的に前連結会計年度の58％増にあ

たる流通総額72億円を達成することができました。また当社グループの注力領

域であるマーケティング(広告)領域・人材領域・支払のDX(金融)領域の３つの

領域における３万円以下の対個人向け支払でのシェア拡大を目指し、資金移動

業の取得に向けた各種対応を行いました。

以上の結果、フィンテック事業の売上収益は629,237千円（前年同期比31.0

％増）、セグメント利益は212,571千円（前年同期比186.9％増）となりました。
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② 設備投資の状況

連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度におきましては、借入金として480,000千円、２回の第三者割

当増資による新株式の発行により229,826千円の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑤ 他の会社の事業の譲受の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

(2) 対処すべき課題

当社グループは以下の事項を対処すべき課題として取り組んでまいります。

① フィンテック事業への注力及び継続的成長

当社グループは「デジタルマーケティング事業」及び「フィンテック事業」を

展開しておりますが、今後は「フィンテック事業」に主な経営資源を投下し、注

力事業として参ります。また、「フィンテック事業」の規模の拡大、プロダク

ト・仕組化の向上、及びマネタイズの強化を図ることで継続的成長に取り組んで

まいります。

② 優秀な人材の採用・育成及び雇用の継続

今後の更なる成長にとって、優秀な人材を適時に採用し育成していくことが、

重要な課題と認識しております。優秀な人材を採用し育成していくために、企業

としての認知度の向上、採用競争力の強化、及びチャレンジする従業員に対して

は人材育成を行うための外部ブレーンも活用した積極的な育成を行ってまいりま

す。また、従業員のライフステージや状況に応じて多様な働き方を選択できる人

事制度の整備・運用を進めてまいります。

③ 資金調達の強化
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当社グループは、「フィンテック事業」における継続的成長の前提となる流通

総額の拡大を支えるため、更なる資金調達を進めて参ります。また、調達手段と

してはデットを中心とする予定ですが、調達条件、純資産の状況等を適切に見極

めながら、必要に応じて株式による調達も検討してまいります。

④ 継続企業の前提に関する重要事象等の解消について

当社グループは、2017年９月期から2023年９月期まで継続的な営業損失を計上

しており、2023年９月期においては282,162千円の重要な営業損失を計上したほ

か、当期損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しました。また、マ

ッコーリー・バンク・リミテッドを割当先とする第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債(以下、「CB」という。)を発行し、2023年８月31日に210,000千円を調

達したものの、当該CBの財務制限条項に抵触しました。以上から、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているとして、当社グ

ループは、対応策を講じることにより、こうした事象又は状況の解消及び改善に

努めていたものの、資金調達の実行については、資金調達の成否及び調達時期や

株価下落などにより当社グループの方針通りに必要な資金調達額を確保できない

可能性があること、CBの繰上償還権行使のリスクが存在すること、及び事業運営

により得られる今後の営業損益が、キャッシュ・フローに及ぼす影響の程度や期

間について外部環境に依存することから、継続企業の前提に重要な不確実性が認

められ、2023年９月期末時点において「継続企業の前提に関する注記」及び「継

続企業の前提に関する重要事象等」を記載しておりました。

当社グループでは、2024年９月期に以下のとおり、事業面及び財務面での安定

化を図り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況の改善

及び解消に努めてまいりました。

1) 営業損益の黒字化

2024年９月期においてフィンテック事業の流通総額は72億円となり、前期

比の約1.6倍になりました。これに伴い売上収益も増加した結果、当社グルー

プの2024年９月期の通期営業利益は56,172千円と、黒字転換を達成しており

ます。さらに2024年９月期においては、既存事業に加えて2023年９月期に譲

り受けた事業においても安定的な利益基盤を確立することができました。ま

た2025年９月期の業績予想において、営業利益は100,000千円と予想してお

り、更なる利益拡大を見込んでおります。

2) 資金の確保

2024年９月期において、当社グループは財務基盤安定化のため、以下の各

対応策を実行した結果、2024年９月期末における現金及び現金同等物の残高

は、前連結会計年度末残高444,767千円から801,217千円に増加しました。
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・2023年12月６日開催の取締役会において、当社代表取締役社長が所有する

資産管理会社であるK Legend株式会社から130,000千円の借入を決議し、

2023年12月22日に借入を実行しました。その後2024年４月15日開催の取締

役会において40,000千円を繰上返済することを決議し、同日に返済を行い

ました。

・2024年３月22日開催の取締役会において、第三者割当による新株式の発行

を決議し、2024年４月８日に99,900千円の払込が完了しました。

・2024年６月27日開催の取締役会において、当社代表取締役社長が所有する

資産管理会社であるK Legend株式会社から100,000千円の借入を決議し、

2024年７月８日に借入を実行しました。

・2024年７月30日開催の取締役会において、当社代表取締役社長の知人であ

る馬場稔正氏から50,000千円の借入を決議し、2024年７月30日、2024年７

月31日および2024年８月５日に借入を実行しました。

・2024年７月30日開催の取締役会において、当社取引先のグループ会社であ

る株式会社どこよりもから150,000千円の借入を決議し、2024年８月９日に

借入を実行しました。

・2024年８月16日に、2024年７月30日開催の取締役会において決議した、当

社代表取締役社長が所有する資産管理会社であるK Legend株式会社からの

150,000千円の借入金額枠のうち、50,000千円の借入を実行しました。

・2024年８月30日開催の取締役会において、第三者割当による新株式の発行

を決議し、2024年９月17日に129,925千円の払込が完了しました。

3) CBの繰上償還と一部消却

当社は、2023年８月31日に調達したCBについて、2024年３月５日に20,000

千円の繰上償還、2024年３月29日に20,000千円の買入消却、2024年７月26日

に70,000千円の買入消却、及び2024年８月29日に50,000千円の買入消却を行

いました。

これにより2024年９月期末における当該CBの残高は50,000千円となり、財

務制限条項に抵触したことによる繰上償還権行使に対する債務返済の困難性

はないと判断しております。

以上の対応策の実施により、現時点において重要な資金繰りの懸念は解消

されたことから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況は解消し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められな

くなったと判断しております。

なお、2024年11月22日にCBの全部が権利行使されました。詳細につきましては

連結計算書類の連結注記表（重要な後発事象）をご参照ください。
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(3) 財産及び損益の状況の推移

IFRS

区 分
2022年９月期

第18期
2023年９月期

第19期

2024年９月期
第20期

(当連結会計年度)

売 上 収 益 (千円) 623,885 665,463 838,500

営 業 利 益 又 は
営業損失（△）

(千円) △148,329 △282,162 56,172

親会社の所有者に
帰属する当期利益
又は当期損失（△）

(千円) △201,924 △277,018 21,171

基本的１株当たり当期利益
又は当期損失（△）

( 円 ) △55.68 △77.15 5.74

資 産 合 計 (千円) 1,617,286 1,688,162 2,335,770

資 本 合 計 (千円) 781,915 525,817 817,090

１ 株 当 た り
親 会 社 所 有 者
帰 属 持 分

( 円 ) 217.76 136.56 179.09

(注) 第19期よりIFRSを適用して連結計算書類を作成しております。また、ご参考までに第18期の
IFRSに準拠した数値も併記しております。

日本基準

区 分
2021年９月期

第17期
2022年９月期

第18期

売 上 高 (千円) 303,217 623,885

経常損失 ( △ ) (千円) △128,391 △1,559

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) 33,389 △179,638

１株当たり当期
純利益又は当期
純損失（△）

( 円 ) 9.73 △49.54

総 資 産 (千円) 1,298,115 1,422,900

純 資 産 (千円) 840,960 799,827

１ 株 当 た り
純 資 産 額

( 円 ) 244.40 221.77

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第18期の期首から
適用しており、第18期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。
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(4) 主要な事業内容（2024年９月30日現在）

事 業 主 要 サ ー ビ ス

デジタルマーケティング事業 「オウンド・メディア」、「アライアンス・メディア」等

フ ィ ン テ ッ ク 事 業 「デジタルウォレット」、「デジタルギフト®」、「ファクタリング」等

(5) 主要な営業所（2024年９月30日現在）

名 称 所 在 地

当社 東京都渋谷区

株式会社デジタルフィンテック 東京都渋谷区

株式会社デジタルand 東京都渋谷区
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(6) 従業員の状況（2024年９月30日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

27名 ８名減

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は含まれておりません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

９名 11名減 37.0歳 ３年 ８ヶ月

(注) 1.従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は含まれておりません。
2.当社から子会社への出向者は含まれておりません。

(7) 主要な借入先（2024年９月30日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株式会社三井住友銀行 251,500 千円

株式会社商工組合中央金庫 6,004 千円

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2024年９月30日現在）

(1) 大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

菊 池 誠 晃 827,100 株 20.56 ％

Ｐ Ｃ 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 403,200 株 10.03 ％

株 式 会 社 Ｍ ａ ｃ ｂ ｅ ｅ Ｐ ｌ ａ ｎ ｅ ｔ 369,100 株 9.18 ％

株 式 会 社 ど こ よ り も 191,500 株 4.76 ％

株 式 会 社 Ｄ Ｍ Ｍ． ｃ ｏ ｍ 証 券 175,200 株 4.36 ％

福 井 優 113,300 株 2.82 ％

土 岐 隆 之 57,400 株 1.43 ％

鈴 木 智 博 55,000 株 1.37 ％

赤 浦 徹 54,700 株 1.36 ％

ア ル フ ァ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 株 式 会 社 54,700 株 1.36 ％

株 式 会 社 セ レ ス 54,700 株 1.36 ％

(注) 1.当社は、自己株式を100,169株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2.持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(2) その他会社の株式に関する重要な事項

当事業年度において重要な当該事項は行っておりません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ

れた新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権等

該当事項はありません。
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(3) その他会社の新株予約権等に関する重要な事項

第７回新株予約権（有償ストックオプション）

決議年月日 2020年１月14日取締役会決議

付与対象者の区分及び人数

当社代表取締役 １名

当社役員 ２名

当社従業員 １名

新株予約権の数※ 3,431個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び

数※
普通株式 343,100株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額※ 604円 (注)２

新株予約権の行使期間※ 2020年１月30日～2025年１月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額※

発行価格 604円

資本組入額 302円

新株予約権の行使の条件※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、当社

取締役会による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項※
(注)４

※新株予約権の発行時（2020年１月30日）における内容を記載しております。

(注)１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株

当たり払込金額

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．新株予約権の行使条件は以下の通りであります。

① 新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引終値（以下「株価終値」という。）が一度でも下記（a）乃至（c）に掲げる

条件を満たした場合、各号に掲げる割合を上限として本新株予約権を行使することができる。ただし、本

新株予約権の割当日以後に行使価額が調整された場合には発行要項に基づき適切に調整されるものとする。
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(a) 株価終値が行使価額に150%を乗じた価格を上回った場合：33％

(b) 株価終値が行使価額に200%を乗じた価格を上回った場合：67％

(c) 株価終値が行使価額に250%を乗じた価格を上回った場合：100％

② 上記①にかかわらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に当社株価の終値が５取

引日連続して行使価額に50％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は残存する全ての本新株予約権

を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。ただし、次に掲げる場合に該当するとき

はこの限りではない。

(a) 当社が上場廃止となる場合、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始

その他これらに準ずる倒産処理手続開始の申立てがなされる場合、その他本新株予約権発行日にお

いて前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合

(b) その他上記に準じ、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした

場合

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④ 新株予約権者が当社及び当社グループの役員又は従業員の地位を喪失した場合、又はこれらの地位を有し

ない者に本新株予約権を譲渡したときは、当該譲受人を含め本新株予約権を行使できないものとする。但

し、新株予約権者が当社及び当社グループの役員又は従業員の地位を喪失する前、又は、これらの地位を

有しない者に譲渡する前に、取締役会の決議で、新株予約権者又は譲受人が本新株予約権を保有すること

を承認した場合には、この限りでない。

⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次の通りであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、「新株予約権の目的である株式の種類及び数」に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、「新

株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法」で定められる行使価額を調整して得られる

再編後行使価額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権を行使することができる期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、

いずれか遅い日から「新株予約権を行使することができる期間」に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

「増加する資本金及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ その他新株予約権の行使の条件

「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

「新株予約権の取得に関する事項」に準じて決定する。

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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第10回新株予約権（有償ストックオプション）

決議年月日 2022年５月10日取締役会決議

付与対象者の区分及び人数

当社代表取締役 １名

当社役員 ３名

当社元役員 ３名

当社連結子会社役員 １名

当社従業員 11名

新株予約権の数※ 2,495個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び

数※
普通株式 249,500株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額※ 749円 (注)２

新株予約権の行使期間※ 2022年６月１日～2027年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額※

発行価格 749円

資本組入額 374円50銭

新株予約権の行使の条件※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、当社

取締役会による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項※
(注)４

※新株予約権の発行時（2022年５月31日）における内容を記載しております。

(注)１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株

当たり払込金額

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．新株予約権の行使条件は以下の通りであります。

① 新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引終値（以下「株価終値」という。）が一度でも下記（a）乃至（c）に掲げる

条件を満たした場合、各号に掲げる割合を上限として本新株予約権を行使することができる。ただし、本

新株予約権の割当日以後に行使価額が調整された場合には発行要項に基づき適切に調整されるものとする。
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(a) 株価終値が1,208円を上回った場合：33％

(b) 株価終値が1,510円を上回った場合：67％

(c) 株価終値が3,000円を上回った場合：100％

② 上記①にかかわらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に当社株価の終値が５取

引日連続して行使価額に50％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は残存する全ての本新株予約権

を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。ただし、次に掲げる場合に該当するとき

はこの限りではない。

(a) 当社が上場廃止となる場合、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始

その他これらに準ずる倒産処理手続開始の申立てがなされる場合、その他本新株予約権発行日にお

いて前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合

(b) その他上記に準じ、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした

場合

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④ 新株予約権者が当社及び当社グループの役員又は従業員の地位を喪失した場合、又はこれらの地位を有し

ない者に本新株予約権を譲渡したときは、当該譲受人を含め本新株予約権を行使できないものとする。但

し、新株予約権者が当社及び当社グループの役員又は従業員の地位を喪失する前、又は、これらの地位を

有しない者に譲渡する前に、取締役会の決議で、新株予約権者又は譲受人が本新株予約権を保有すること

を承認した場合には、この限りでない。

⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次の通りであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、「新株予約権の目的である株式の種類及び数」に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、「新

株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法」で定められる行使価額を調整して得られる

再編後行使価額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権を行使することができる期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、

いずれか遅い日から「新株予約権を行使することができる期間」に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

「増加する資本金及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ その他新株予約権の行使の条件

「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

「新株予約権の取得に関する事項」に準じて決定する。

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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第11回新株予約権及び第12回新株予約権

決議年月日 2023年８月15日取締役会決議

新株予約権の総数

4,000個

第11回新株予約権 1,000個

第12回新株予約権 3,000個

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び

数

普通株式 400,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の行使価額及び行使価額の修正条項

当初行使価額は、第11回新株予約権が、1,000円、

第12回新株予約権が、1,300円です。本新株予約

権の行使価額は、当初固定として、当社取締役会

の決議により行使価額を決定することができ、か

かる決定がなされた場合、行使価額は本新株予約

権の発行要領に基づき修正されることになりま

す。当該決議をした場合、当社は直ちにその旨を

割当先に通知するものとし、通知が行われた日の

10取引日目の日又は別途当該決議で定めた10取引

日目の日より短い日以降、本新株予約権の発行要

領第12項に定める期間の満了日まで、行使価額

は、各修正日の前取引日の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値が

ない場合には、その直前の終値）の90%に相当す

る金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第

３位の端数を切り上げた金額）に修正されます。

いずれの回号についても、上記の計算による修正

後の行使価額が423円を下回ることとなる場合

（以下、当該金額を「下限行使価額」という。）、

行使価額は下限行使価額とします。また、本新株

予約権の行使価額は、本新株予約権の発行要領に

従って調整されることがあります。

新株予約権の行使期間 2023年９月１日～2026年８月31日

募集又は割当方法（割当先）

MACQUARIE BANK LIMITED DBU AC （マ ッ コ ー リ

ー・バンク・リミテッド）に対して、第三者割当

の方法によって行います。

(注) 本新株予約権に係る調達資金の額は、本新株予約権の発行価額の総額に、当初行使価額に基づ
き全ての本新株予約権が行使されたと仮定して算出した本新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額の総額を合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額

（14,200,000円）を差し引いた金額です。行使価額が修正又は調整された場合には、当該調達
資金の額は変動します。また、本新株予約権の行使期間内に全部若しくは一部の本新株予約権
の行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合に、当該調達資金の
額は減少します。
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第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

社債の総額 50,000,000円

社債に付された新株予約権の総数 10個

新株予約権の目的である株式の種類と潜在株式

数
普通株式 95,067株

社債及び新株予約権の払込金額

各本新株予約権付社債の金額100円につき金100円

本転換社債型新株予約権と引き換えに金銭の払込

を要しないものとする。

社債の払込期日及び新株予約権の割当日 2023年８月31日

転換価額 １株当たり525.94円

権利行使期間 2023年９月１日～2026年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式１株の発行価格

本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行

する場合の当社普通株式１株の発行価格（会社法

上の本転換社債型新株予約権の行使に際してする

出資の目的となる財産の１株当たりの価額）は、

行使された本転換社債型新株予約権に係る本社債

の金額の総額を、別記「新株予約権の目的となる

株式の数」欄記載の本転換社債型新株予約権の目

的である株式の数で除して得られる金額となる。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合

における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

(1）本転換社債型新株予約権の行使により株式を

発行する場合において増加する資本金の額は、会

社計算規則第17条の定めるところに従って算定さ

れた資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端

数を切り上げた額とする。

(2）増加する資本準備金の額は、本項第(1)号記

載の資本金等増加限度額より本項第(1)号に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件

各本転換社債型新株予約権の一部について本転換

社債型新株予約権を行使することはできないもの

とする。

割当先

MACQUARIE BANK LIMITED DBU AC （マッコリー・

バンク・リミテッド）に対して、第三者割当の方

法によって行います。
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(注) 転換価額の修正条項：当社は、転換価額は、2024年８月30日、2025年６月30日及び2026年５月
29日に、それぞれの日に先立つ40連続取引日間（但し、取引日は本新株予約権付社債の発行要
項第14項第(4)号ハ.の規定に従って除外されることがあります。）の株式会社東京証券取引所
（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の
90％に相当する金額がその時点で有効な転換価額を１円以上下回っている場合には、転換価額
は当該金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額。）に修正
されます。但し、転換価額は423円（以下「下限転換価額」という。）を下回らないものとしま
す。上記の計算による修正後の転換価額が下限転換価額を下回ることとなる場合、転換価額は
下限転換価額とします。また、本新株予約権付社債の転換価額は、本新株予約権付社債の発行
要項に従って調整されることがあります。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において売
買立会が行われる日をいい、東京証券取引所において当社普通株式に関して何らかの種類の取
引停止処分又は取引制限があった場合（一時的な取引制限を含みます。）には、当該日は「取
引日」にあたらないものとします（以下同じです。）。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責

任の限度額は法令が規定する額であります。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社及び子会社の全役員（執行役員を含む。）を対象として、会社法第

430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して

おり、その保険料を全額当社が負担しております。本契約は、取締役（監査等委

員である取締役を含む。）などの個人被保険者がその地位に基づいて行った行為

（不作為を含みます。）に起因して、損害賠償請求された場合の、法律上の損害賠

償金及び争訟費用（保険契約において定められた一定の免責事由に該当するもの

は除く）を補償するものであります。
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(7) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人等との関係

社外取締役 澤 博史

エステートテク
ノロジーズ株式
会社

代表取締役

当社とエステートテクノロジーズ株式

会社との間には重要な取引その他の関

係はありません。

TOKYO BIG HOUSE
株式会社

社外取締役

当社とTOKYO BIG HOUSE株式会社との間

には重要な取引その他の関係はありま

せん。

株式会社ROBOT
PAYMENT

社外取締役

当社と株式会社ROBOT PAYMENTとの間に

は重要な取引その他の関係はありませ

ん。

ア デ ィ ッ シ ュ
株式会社

社外取締役

当社とアディッシュ株式会社との間に

は重要な取引その他の関係はありませ

ん。

株式会社Macbee
Planet

社外取締役

当社と株式会社Macbee Planetとは資本

業務提携を行うことを決議しておりま

す。当社と株式会社Macbee Planetとの

間には重要な取引その他の関係はあり

ません。

社外取締役
（監査等委員）

大塚和成 OMM法律事務所 弁護士
当社とOMM法律事務所との間に重要な取

引その他の関係はありません。

社外取締役
（監査等委員）

志村正之

株 式 会 社
Shimura&Partners

代表取締役

当社と株式会社Shimura&Partnersとの

間には重要な取引その他の関係はあり

ません

株式会社bitFlyer
Holdings

監査等委員
である取締

役

当社と株式会社bitFlyer Holdingsとの

間には重要な取引その他の関係はあり

ません。

株式会社HashPort 社外取締役
当社と株式会社HashPortとの間には重

要な取引その他の関係はありません。

BASE 株 式 会 社 社外取締役
当社とBASE株式会社との間には重要な

取引その他の関係はありません

メドピア株式会社 社外取締役
当社とメドピア株式会社との間には重

要な取引その他の関係はありません

社外取締役
（監査等委員）

西井健二朗

株式会社セブン銀行 常務執行役員
当社と株式会社セブン銀行との間には

重要な取引その他の関係はありません。

TORANOTEC株式会社 社外取締役
当社とTORANOTEC株式会社との間には重

要な取引その他の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 澤 博史

当事業年度開催の取締役会26回のうち26回に出席し、企業経営者として、

幅広い見識を有しており、当社の業務執行に対する助言等をいただくこ

とで経営を適切に監督する役割を果たしております。

社外取締役
（監査等委員）

大塚和成

当事業年度開催の取締役会26回全てに、また、監査等委員会14回全てに

出席し、弁護士としての専門的見地から、法律に関する専門知識及び経

営に関する幅広い見識に基づき、意思決定の妥当性や適正性を確保する

ため、適宜発言を行うことで、経営を適切に監督する役割を果たしてお

ります。

社外取締役
（監査等委員）

志村正之

当事業年度開催の取締役会26回全てに、また、監査等委員会14回のうち

13回出席し、企業の経営、財務活動に対する豊富な経験と幅広い知見を

有しており、当社の経営全般に対する助言等をいただくことで経営を適

切に監督する役割を果たしております。

社外取締役
（監査等委員）

西井健二朗

2023年12月30日の就任後、19回開催した取締役会のうち全てに、また、

10回開催した監査等委員会の全てに出席し、フィンテック業界、及び金

融に対する豊富な経験と幅広い知見を有しており、当社の事業の意思決

定の妥当性や適正性の確保のための助言等をいただくことで経営を適切

に監督する役割を果たしております。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

①報酬等の額（公認会計士法第２条第１項の業務） 40,000千円

②当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金

銭その他の財産上の利益の合計額
40,000千円

(注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれ
らの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積も
りの算出根拠等を総合的に勘案し必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当す

ると認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。また、会計監査人による適正な監査の遂行が困難である場合等、その

必要があると判断した場合には、監査等委員会が会計監査人の解任又は不再任に

関する株主総会提出議案の内容を決定いたします。

6. 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金

の配当等を行うことができる旨を定款に定めております。

当社は、将来の事業展開などを総合的に勘案しつつ、株主各位に対する利益還

元である配当と事業機会に即応できる体質強化のための内部留保、そして経営活

性化のための役員及び従業員へのインセンティブにも留意し、適正な利益配分を

実施することを基本方針としております。また、剰余金の配当を行う場合、期末

配当を基本方針としております。
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7. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

内部統制システムの基本方針に関する決議の概要は、以下の通りであります。

(1) 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

① 当社は、取締役及び使用人が、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、

社内規程等に則った職務執行を行う。

② 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士や警察

等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

③ 取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たす

よう、業務執行の決定と取締役の職務の監督を行う。

④ 監査等委員会は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査す

る。

⑤ 内部通報マニュアルを定め、法令上疑義のある行為等について社内外からの情

報の確保に努める。

⑥ 取締役及び使用人の法令違反については、就業規則等に基づき、人事委員会に

よる処罰の対象とする。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 文書管理規程を定め、重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情

報を含む重要文書（電磁的記録を含む）は、当該規程等の定めるところに従

い、適切に保存、管理する。

② 情報管理規程を定め、情報資産の保護・管理を行う。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理を行

うことの重要性を認識した上で、諸リスクの把握、評価及び管理に努める。

② 災害、事故、システム障害等の不測の事態に備え、事業継続計画を策定する。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、又は必

要に応じて随時開催する。

② 取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動

的かつ迅速に業務を執行する。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規程、職

務分掌規程及び職務権限規程を制定する。

(5) 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

① 職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を確立す

る。
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② 必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを周知

し、運営する。

③ 個人情報管理責任者を定め、同責任者を中心とする個人情報保護体制を構築

し、運営する。

(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、原則として、当社の取締役又は使用人に子会社の取締役又は監査役を

兼務させ、当該兼務者を通じて子会社の職務の執行状況を当社に定期的に報告

させると共に関係会社管理規程に基づき、その職務の執行状況をモニタリング

する。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社グループ全体のリスク管理規程を策定しグループ全体のリスクマ

ネジメントを実施する。

③ 子会社の取締役の職務の執行及び業務が効率的に行われることを確保するため

の体制

当社は、子会社の機関設計及び業務執行の体制について、子会社の事業、規模

及び当社グループ内における位置付け等を勘案の上、定期的に見直し、効率的

にその業務が執行される体制が構築されるよう、監督すると共に、子会社の意

思決定について、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応じて

指導を行う。

④ 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

（i）代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、それぞれの職務権限に従

い、グループ会社が適切な内部統制システムの整備を行うように指導す

る。

（ii）当社の内部監査室が各部門及びグループ各社における内部監査を実施

し、業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性の把握、評価等を行

う。

(7) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

必要に応じて内部監査室の職員が監査等委員及び監査等委員会の補佐をする。

(8) 前項の使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及

び監査等委員会からの指示の実効性に関する事項

① 監査等委員会の業務を補助すべき使用人（以下「補助者」という。）の人事異

動、人事評価及び懲戒処分については取締役会の協議事項とする。

② 補助者が監査等委員会から監査業務に関する指揮命令を受けたときは、これに

関して監査等委員以外の取締役及び他の使用人の指揮命令は受けないものとす

る。
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(9) 当社の監査等委員以外の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、及

び使用人又はこれらの者から報告を受けた者(以下、本項において「当社及び子

会社の取締役等」という。)が当社の監査等委員会に報告するための体制、報告

をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 当社及び子会社の取締役等は、法定の事項に加え、当社又は子会社に重大な影

響を及ぼすおそれのある事項、重要な会議体で決議された事項、内部通報制

度、内部監査の状況等について、遅滞なく監査等委員会に報告する。

② 当社及び子会社の取締役等は、当社の監査等委員会の求めに応じ、速やかに業

務執行の状況等を報告する。

③ 当社の監査等委員会は、当社及び子会社の取締役等から得た情報について、第

三者に対して報告する義務を負わず、また、報告をした使用人の異動、人事評

価及び懲戒等に関して、監査等委員以外の取締役にその理由の開示を求めるこ

とができる。

(10) 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関す

る事項

監査等委員の職務を執行する上で、必要な費用は、請求により会社が速やかに

支払うものとする。

(11) その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

① 監査等委員会が毎年策定する監査計画に従い、実効性ある監査を実施できる体

制を整える。

② 各部門及びグループ各社は、監査等委員の往査に協力する。

③ 監査等委員は、定期的に代表取締役と意見交換を行う。また、必要に応じて当

社の取締役及び重要な使用人からヒアリングを行う。

④ 監査等委員は、必要に応じて監査法人と意見交換を行う。

⑤ 監査等委員は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の助

力を得ることができる。

⑥ 監査等委員は、定期的に会計監査人及び内部監査室と意見交換を行い、連携の

強化を図る。

上記の内部統制システムの基本方針について、監査等委員会及び内部監査室に

おける業務監査、並びに財務報告に係る内部統制評価を通じて、内部統制システ

ムの有効性を随時モニタリングしております。

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結財政状態計算書

(2024年９月30日現在) （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,597,243 流 動 負 債 1,396,373

現金及び現金同等物 801,217 営業債務及びその他の債務 290,233

営業債権及びその他の債権 707,029 社債及び借入金 655,808

棚卸資産 35,095 未払法人所得税 32,037

未収法人所得税 3 引当金 3,116

その他の流動資産 53,898 リース負債 23,455

その他の金融負債 600

その他の流動負債 391,121

非 流 動 資 産 738,527 非 流 動 負 債 122,306

有形固定資産 4,808 借入金 90,000

使用権資産 18,799 引当金 17,013

のれん 373,967 リース負債 12,472

無形資産 166,216 繰延税金負債 2,220

その他の金融資産 130,617 その他の金融負債 600

繰延税金資産 43,586

その他の非流動資産 531 負債合計 1,518,680

資 本 の 部

親会社の所有者に帰属する持分 720,277

資本金 125,489

資本剰余金 1,841,222

利益剰余金 △1,063,077

自己株式 △81,982

その他の資本の構成要素 △101,374

非支配持分 96,812

資本合計 817,090

資産合計 2,335,770 負債及び資本合計 2,335,770
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2023年10月１日から
2024年９月30日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 収 益 838,500

売 上 原 価 124,402

売 上 総 利 益 714,097

販売費及び一般管理費 716,296

そ の 他 の 収 益 81,584

そ の 他 の 費 用 23,213

営 業 利 益 56,172

金 融 収 益 53,071

金 融 費 用 26,025

税 引 前 当 期 利 益 83,217

法 人 所 得 税 費 用 718

当 期 利 益 82,499

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 21,171

非 支 配 持 分 61,328

当 期 利 益 82,499
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連結持分変動計算書

（ 2023年10月１日から
2024年９月30日まで ）

（単位：千円）

親会社の所有者に帰属する持分

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
その他の
資 本 の
構成要素

合 計

当期首残高 10,576 1,733,887 △1,084,249 △81,982 △87,899 490,333

当期利益 － － 21,171 － － 21,171

その他の包括利益 － － － － △13,474 △13,474

当期包括利益 － － 21,171 － △13,474 7,697

新株の発行 114,913 107,334 － － － 222,247

所有者との取引額等合計 114,913 107,334 － － － 222,247

当期末残高 125,489 1,841,222 △1,063,077 △81,982 △101,374 720,277

非支配持分 資本合計

当期首残高 35,484 525,817

当期利益 61,328 82,499

その他の包括利益 － △13,474

当期包括利益 61,328 69,025

新株の発行 － 222,247

所有者との取引額等合計 － 222,247

当期末残高 96,812 817,090
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成基準

連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以

下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同

項後段の規定により、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称

株式会社デジタルフィンテック

株式会社デジタルand

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称

該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

該当事項はありません。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①金融商品

非デリバティブ金融資産

(a) 当初認識及び測定

当社グループでは、非デリバティブ金融資産は、契約条項の当事者となっ

た取引日に当初認識しております。営業債権及びその他の債権については、

これらの発生日に当初認識しております。

当社グループは、金融資産について、償却原価で測定する金融資産、その

他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、純損益を通じて公正価

値で測定する金融資産に分類し、当初認識時にその分類を決定しております。

金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される場合を

除き、公正価値に取引コストを加算した金額で測定しております。純損益を

通じて公正価値で測定する金融資産の取引コストは、純損益で認識しており

ます。
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金融資産が、以下の条件を共に満たす場合には、償却原価で測定する金融

資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを

目的とする事業モデルに基づいて、金融資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみで

あるキャッシュ・フローが所定の日に生じる。

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融

資産に分類しております。

公正価値で測定する金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動

をその他の包括利益で表示するという取消不能の選択をした資本性金融商品

につきましては、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融

商品に分類しております。

償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融商品以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産に分類しております。

(b) 事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下の通り測定してお

ります。

(ｉ)償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価に

より測定しております。

(ⅱ)公正価値で測定する金融資産

公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は、純損益として認識

しております。ただし、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定すると指定したものについては、公正価値の変動額はそ

の他の包括利益として認識しております。なお、当該金融資産からの配当

金については、金融収益として当期の純損益に認識しております。

(c) 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当

金を認識しております。当社グループは、四半期ごとに各金融資産に係る信

用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを評価しており、

当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12か月の予

想信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。一方で、当

初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信

用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。ただし、重大な

金融要素を含んでいない営業債権及びその他の債権については、信用リスク

の当初認識時点からの著しい増加の有無にかかわらず、常に全期間の予想信

用損失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。

信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情

報のほか、当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報(内部格
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付、外部格付等)を考慮しております。

予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべき全ての契約上のキャ

ッシュ・フローと、企業が受け取ると見込んでいる全てのキャッシュ・フロ

ーとの差額の現在価値として測定しております。

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒

引当金を減額する事象が生じた場合は、貸倒引当金戻入額を純損益で認識し

ております。

(d) 認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権

利が消滅した場合、又は当社グループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の

所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合に、当該金融資

産の認識を中止しております。

当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合

には、継続的関与を有している範囲において、資産と関連する負債を認識い

たします。

なお、連結財政状態計算書上で認識された資産を譲渡するものの、譲渡資

産又は譲渡資産の一部に係るリスクと経済価値の全て、又はほとんど全てを

保持する取引を締結した場合には、譲渡資産の認識の中止は行っておりませ

ん。

非デリバティブ金融負債

(a) 当初認識及び測定

当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債と償却原価で測定する金融負債に分類し、当初認識時にその分類を

決定しております。

当社グループでは、非デリバティブ金融負債は、契約条項の当事者となっ

た取引日に当初認識しております。

当初認識時において、全ての金融負債は公正価値で当初測定しております

が、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取引コストを控

除した金額で測定しております。

(b) 事後測定

当社グループは、償却原価で測定する金融負債については、当初認識後は

実効金利法に基づく償却原価で測定しております。

(c) 認識の中止

当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された

債務が免責、取消し、又は失効となった時に、金融負債の認識を中止してお

ります。

複合金融商品

当社グループが発行した複合金融商品は、保有者の選択により株主資本に
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転換可能である転換社債型新株予約権付社債であります。複合金融商品の負

債要素は、資本への転換オプションがない類似の負債の公正価値により測定

し、当初認識しております。資本要素は、当該複合金融商品全体の公正価値

から負債要素部分の公正価値を控除した金額で測定し、当初認識しておりま

す。

当初認識後は、複合金融商品の負債要素部分は実効金利法を用いた償却原

価により測定しております。複合金融商品の資本要素については、デリバテ

ィブ負債として期末日時点で公正価値を測定しております。

負債要素部分に関する利息は、金融費用として純損益で認識しております。

金融商品の相殺

金融資産と金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的な権利を有し、

かつ純額で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を

有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表示しておりま

す。

②棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い額により測定して

おります。取得原価は主として個別法に基づいて算定しております。正味実現

可能価額は通常の事業の過程における見積売価としております。

(2) 重要な減価償却資産の評価方法及び減価償却方法

①有形固定資産

有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損

損失累計額を控除した価額で計上しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連する付随コスト及び資産の原状回復コス

トが含まれております。

減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、主として定額法で計上して

おります。各有形固定資産の見積耐用年数は以下の通りであります。

建物附属設備 ３～18年

工具、器具及び備品 ４～20年

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各連結会計年度末に見直

しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かい適

用しております。
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②無形資産

のれん以外の無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び

減損損失累計額を控除した価額で計上しております。

(a) 個別に取得した無形資産

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。

(b) 企業結合で取得した無形資産

企業結合で取得した無形資産の取得原価は、取得日現在の公正価値で測定

しております。

(c) 自己創設無形資産(開発費)

開発(又は内部プロジェクトの開発局面)における支出は、以下の全てを立

証できる場合に限り資産として認識することとしており、その他の支出は全

て発生時に費用処理しております。

・使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能

性

・無形資産を完成させ、更にそれを使用又は売却するという企業の意図

・無形資産を使用又は売却できる能力

・無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法

・無形資産の開発を完成させ、更にそれを使用又は売却するために必要とな

る、適切な技術上、財務上及びその他の資源の利用可能性

・開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって測定できる能力

償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、主として定額法で計上して

おります。各無形資産の見積耐用年数は以下の通りであります。

ソフトウエア ４～５年

商標権 10年

権利金 ３年

顧客関連資産は、その効果が及ぶ期間にわたって償却しております。

なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各連結会計年度末に見直

しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かい

適用しております。

(3) 企業結合

当社グループの企業結合は、取得法を用いて会計処理しております。

取得対価は、被取得企業の支配と交換に移転した資産、引き受けた負債及び当

社グループが発行した資本性金融商品の取得日における公正価値の合計額で測定

しております。取得対価には、条件付対価契約から生じる識別された全ての資産

又は負債の公正価値が含まれております。

IFRS第３号「企業結合」に基づく認識の要件を満たす被取得企業の識別可能な

資産、負債及び偶発負債は、繰延税金資産（又は繰延税金負債）及び従業員給付

契約に関連する負債又は資産はそれぞれIAS第12号「法人所得税」及びIAS第19号

「従業員給付」に従って認識し測定しており、上記以外は取得日の公正価値で測定
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しております。

企業結合に関連して発生した専門家報酬などの取得関連コストは、発生時の費

用として会計処理しております。

取得対価が識別可能な資産及び負債の正味価額を超過する場合は、のれんとし

て認識しております。

企業結合の当初の会計処理が、企業結合が生じた報告期間の末日までに完了し

ない場合、会計処理が完了していない項目については、暫定的な金額で連結計算

書類を作成しております。測定期間中、取得日時点で存在し、それを知っていた

ならば取得日時点で認識した金額の測定に影響したであろう事実及び状況につい

て入手した新しい情報の反映をするために、取得日時点で認識した暫定的な金額

を遡及修正しております。測定期間は１年を超えない期間であります。条件付対

価は取得時に公正価値で認識し、取得後に公正価値が変動した場合は、上記測定

期間中の変動は取得対価を修正し、測定期間後の変動は損益として認識しており

ます。

共通支配下における企業結合とは、全ての結合企業又は結合事業が最終的に企

業結合の前後で同じ当事者によって支配され、その支配が一時的なものではない

企業結合をいいます。当社グループは共通支配下における企業結合取引について、

帳簿価額に基づき会計処理をしております。

当社グループは、非支配持分を公正価値で測定するか、識別可能な純資産の認

識金額に対する非支配株主の持分割合で測定するか、取得日に個々の取引ごとに

選択しております。なお、非支配持分の追加取得については、資本取引として会

計処理するため、当該取引からのれんは認識されません。

(4) のれん

のれんの当初認識時における測定は、「注記 ４．会計方針に関する事項 (3)

企業結合」に記載の通りであります。

当初認識後ののれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上し

ております。

減損については、「注記 ４．会計方針に関する事項 (６) 非金融資産の減損」

に記載の通りであります。

(5) リース

当社グループは、契約開始時に、当該契約がリース又はリースを含んだもので

あるかどうかを判定しております。契約が特定された資産の使用を支配する権利

を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリースであるか

又はリースを含んでおります。

① 借手としてのリース

契約がリースであるか又はリースを含んでいる場合、借手としてのリース取引

は、リース開始日に使用権資産及びリース負債を認識しております。

リース負債はリース開始日において同日現在で支払われていないリース料の現
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在価値で測定し、使用権資産はリース負債の当初測定額に当初直接コスト等を加

えた額で測定しております。

リース取引による使用権資産は、主に各社の事務所等で構成されており、原価

モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価

額で計上しております。使用権資産は、見積耐用年数又はリース期間のいずれか

短い期間にわたって定額法により減価償却しております。リース負債に係る金利

費用は、使用権資産に係る減価償却費と区分して、金融費用に含めております。

なお、リース期間が12か月以内のリース取引及び原資産が少額のリース取引は、

使用権資産及びリース負債を認識せず、当該リースに関連したリース料をリース

期間にわたり規則的に費用として認識しております。

② 貸手としてのリース

当社グループがリースの貸手である場合、リース契約時にそれぞれのリースを

ファイナンス・リース又はオペレーティング・リースに分類しております。それ

ぞれのリースを分類するにあたり、当社グループは、原資産の所有に伴うリスク

と経済価値が実質的に全て移転するか否かを総合的に評価しております。移転す

る場合はファイナンス・リースに、そうでない場合はオペレーティング・リース

に分類しております。

当社グループが中間の貸手である場合、ヘッドリースとサブリースを別個に会

計処理します。サブリースの分類は、ヘッドリースが短期リースである場合には、

オペレーティング・リースに分類し、それ以外の場合には、原資産ではなくヘッ

ドリースから生じる使用権資産を参照して分類しております。

ファイナンス・リース取引については、リースの開始日において、ファイナン

ス・リースに基づいて保有している資産は、正味リース投資未回収額に等しい金

額で債権として表示しております。ファイナンス・リースに係る金融収益は、「注

記 ４．会計方針に関する事項 (11）重要な収益及び費用の計上基準 ② ファ

イナンス・リース(貸手)の収益」を参照ください。

(6) 非金融資産の減損

当社グループは、四半期ごとに資産が減損している可能性を示す兆候があるか

否かを評価しております。減損の兆候が存在する場合には、当該資産の回収可能

価額を見積っております。減損の兆候の有無に係わらず、見積耐用年数を確定で

きない無形資産又は未だ使用可能ではない無形資産、及び企業結合で取得したの

れんについては毎期減損テストを実施しております。

減損テストにおいて、企業結合により取得したのれんは、取得日以降、取得企

業の資金生成単位又は資金生成単位グループで、企業結合のシナジーから便益を

得ることが期待されるものに配分しております。のれんが配分される当該資金生

成単位又は資金生成単位グループのそれぞれは、のれんが内部管理目的でモニタ

ーされている企業内の最小の単位で、かつ事業セグメントよりも大きくありませ

ん。のれんは、企業結合のシナジー効果によりキャッシュ・フローの獲得への貢

献が期待される資金生成単位（最小の単位又は単位グループ）に配分しておりま
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す。

回収可能価額は、資産又は資金生成単位の処分コスト控除後の公正価値と使用

価値のいずれか高い金額としております。個別資産についての回収可能価額の見

積りが不可能な場合には、当該資産が属する資金生成単位の回収可能価額を算定

しております。

使用価値は、資産の継続的使用及び最終的な処分から発生する将来キャッシ

ュ・インフロー及びアウトフローの見積額を貨幣の時間価値及び当該資産の固有

のリスクの市場評価を反映した税引前の割引率により割り引いて算定した現在価

値です。

資産又は資金生成単位の回収可能価額が当該資産又は資金生成単位の帳簿価額

を下回る場合には、減損損失を認識しております。減損損失は、直ちに純損益と

して認識しております。

過去の期間において、のれん以外の資産について認識した減損損失は、減損損

失が最後に認識された以後、認識した減損損失がもはや存在しないか、あるいは

減少している可能性を示す兆候に基づき、当該資産の回収可能価額の算定に用い

られた見積りに変更があった場合にのみ、戻し入れます。

(7) 重要な引当金の計上基準

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的

債務を有しており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性

が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識してお

ります。

当社グループは、報告期間の末日における現在の債務を決済するために要する

支出(将来キャッシュ・フロー)の最善の見積りを行い、貨幣の時間的価値の影響

に重要性がある場合には、見積られた将来キャッシュ・フローをその負債に固有

のリスクを反映させた税引前の割引率で割り引いた現在価値で測定しております。

時の経過に伴う割引額の割戻しは、金融費用として認識しております。

なお、当社グループの主な引当金は以下の通りであります。

資産除去債務

賃借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所・建物等の原状回復コス

ト見込額について、各物件の状況を個別に勘案して将来キャッシュ・フロー

を見積り、資産除去債務を認識しております。これらの費用の金額や支払時

期の見積りは、現在の事業計画等に基づくものであり、将来の事業計画等に

より今後変更される可能性があります。

株主優待引当金

株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、株主優待制度に基づく費

用の発生見込額を計上しております。
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(8) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

当社グループの連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨と

しております。

外貨建取引は、取得日の為替レートにより機能通貨に換算しております。期

末日における外貨建公正価値で測定されている非貨幣性項目は、公正価値が測

定された日の為替レートにより機能通貨に換算しております。非貨幣性項目の

利得又は損失がその他の包括利益に認識される場合、当該為替差額もその他の

包括利益に認識しております。

(9) 従業員給付

短期従業員給付とは、従業員が関連する勤務を提供した期間の末日後12か月

以内に決済の期限が到来する従業員給付をいい、ある会計期間中に従業員が勤

務を提供した時に、当社グループは当該勤務の見返りに支払うと見込まれる割

り引かない金額で認識しております。当社グループにおける短期従業員給付に

は有給休暇に係るものがあります。

累積型の有給休暇に関する従業員給付の予想コストは、将来の有給休暇の権

利を増加させる勤務を従業員が提供した時に認識しております。また、当社グ

ループは、累積型有給休暇の予想コストを、報告期間の末日現在で累積されて

いる未使用の権利の結果として当社グループが支払うと見込まれる追加金額と

して測定しております。

(10) 株式報酬

当社グループは、取締役及び従業員に対するインセンティブ制度として持分

決済型のストック・オプション制度を導入しております。ストック・オプショ

ンは、付与日における公正価値によって見積り、付与者からストック・オプシ

ョンの公正価値と同額が払い込まれ、連結財政状態計算書において資本の増加

として認識しております。付与されたストック・オプションの公正価値は、ス

トック・オプションの諸条件を考慮し、モンテカルロ・シミュレーション等を

用いて算定しております。また、条件については定期的に見直し、必要に応じ

て権利確定数の見積りを修正しております。
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(11) 重要な収益及び費用の計上基準

①顧客との契約から生じる収益

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービ

スの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益

を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時に又は充足するにつれて収益を認識する

当社グループは、主にデジタルマーケティング事業、フィンテック事業を展開

しております。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常

の時点）は以下の通りであります。なお、いずれの取引も履行義務を充足して

から概ね１年以内に取引の対価は受領しており、取引価格に重要な金融要素は

含まれておりません。取引価格は顧客との契約に従っており、変動対価が含ま

れている場合は、契約条件等に従って、当該変動対価に関する不確実性がその

後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性

が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。

1．オウンド・メディア

オウンド・メディアサービスは、顧客であるASP会社との規約に基づき、当

社グループが運営するwebメディアを介してweb閲覧者をASP会社と契約してい

る広告主のwebサイトに送客し、web閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購入

やサービス申込等を行った成果として、取引対価（単価×成約数）を収受して

おります。メディアアフィリエイトサービスの履行義務は、当社グループが運

営するwebサイトを介して送客したweb閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購

入やサービス申込等を行うことであり、web閲覧者が広告主のwebサイトにて物

品購入やサービス申込等を行った時点で履行義務が充足されると判断し、その

一時点で収益を認識しております。

オウンド・メディアサービスの一環として、メディア運営コンサルティング

を行っております。メディア運営コンサルティングは、顧客が運営するwebメ

ディアのアフィリエイト報酬が、契約に定められた一定の条件を超過したとき

に、成果報酬（超過収益額×料率）を収受いたします。メディア運営コンサル

ティングの収益は、各報告期間の末日前に顧客が獲得しているアフィリエイト

報酬及び契約条件に基づき測定しております。

2．アライアンス・メディア

アライアンス・メディアサービスは、クライアント企業との契約に基づき、

当社グループが契約するドメインで公開されているwebメディア運営をクライ

アント企業に委託し、当該webメディアを介してweb閲覧者がASP会社と契約し
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ている広告主のwebサイトに送客され、web閲覧者が広告主のwebサイトにて物

品購入やサービス申込等を行った成果をクライアント企業が収受した結果の委

託対価として、取引対価（単価×成約数）を収受しております。アライアン

ス・メディアサービスの履行義務は、当社グループが契約するドメインで公開

されているwebサイトを介して送客されたweb閲覧者が広告主のwebサイトにて

物品購入やサービス申込等を行った成果をクライアント企業が収受することで

あり、クライアント企業が成果を収受した時点で履行義務が充足されると判断

し、その一時点で収益を認識しております。

3．デジタルウォレット

デジタルウォレット交換サービスは、顧客であるデジタルウォレット会員と

の規約に基づき、デジタルウォレット会員の交換申請により保有するポイント

を希望する電子マネー、現金、ポイント、ギフト、商品券、投資・仮想通貨

（以下、「電子マネー等」という。）に交換し、手数料を収受しております。デ

ジタルウォレット交換サービスの履行義務は、デジタルウォレット会員の交換

申請に基づき、保有するポイントを交換することであり、デジタルウォレット

会員が交換先の電子マネー等を受領した時点で履行義務が充足されると判断

し、その一時点で収益を認識しております。

4. デジタルギフト

デジタルギフトサービスは主に、デジタルギフト発行サービスとデジタルギ

フト月額サービス、制作サービスがあります。

デジタルギフト発行サービスは、顧客であるクライアント企業との契約に基

づき、クライアント企業に配布用デジタルギフトコードを発行し、手数料を収

受しております。クライアント企業は販売促進活動等の一環として発行された

デジタルギフトコードをユーザー等に配布しております。デジタルギフト発行

サービスの履行義務は、クライアント企業に対してデジタルギフトコードを発

行することであり、クライアント企業がデジタルギフトコードを受領した時点

で履行義務が充足されると判断し、その一時点で収益を認識しております。

デジタルギフト月額サービスは、顧客であるクライアント企業との契約に基

づき、クライアント企業がデジタルギフトサービスを利用できる環境を提供

し、月額基本料金を収受しております。クライアント企業は、販売促進活動等

の一環としてデジタルギフト環境を活用し、ユーザー等にデジタルギフトを配

布しております。デジタルギフト月額サービスの履行義務は、クライアント企

業に対してデジタルギフトサービスが利用できる環境を提供することであり、

一定の期間にわたり履行義務が充足されると考えられるため、契約期間にわた

り収益を認識しております。

デジタルギフトの制作サービスは、顧客であるクライアント企業との契約に

基づき、クライアント企業仕様のオリジナルデジタルギフト環境を制作・納品

し、制作請負料金を収受しております。クライアント企業は、自社仕様のデザ

イン・機能が備わったデジタルギフト環境を活用し、ユーザー等にデジタルギ

フトを配布しております。制作サービスの履行義務は、クライアント企業に対
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して、クライアント仕様のデジタルギフト環境を納品した時点で充足されると

判断し、その一時点で収益を認識しております。

5．デジタルマーケティング

デジタルマーケティングサービスは、クライアント企業との契約に基づき、

クライアント企業が運営するwebメディアのマーケティング支援を行い、取引

対価を収受しております。

デジタルマーケティングサービスの履行義務は、当社がクライアント企業の

webメディアのマーケティング支援（主に広告出稿、広告制作や各種コンテン

ツ制作）を実施することであり、当該マーケティング支援の効果は実施の都

度、クライアント企業は便益を享受いたします。そのため、マーケティング支

援の実績は契約に従った計算締め期間に従い、月単位（一定期間）で充足され

ると判断し、その一定期間で収益を認識しております。なお、広告出稿に係る

収益は、代理人としての性質が強いと判断されるため、クライアント企業から

収受する対価から関連する原価を控除した純額を収益として認識しておりま

す。

6．マヒナ（占い相談）

マヒナ（占い相談）サービスは、個人顧客との規約に基づき、個人顧客が当

社グループが運営するwebメディアで自らが占ってほしい占い師を選択し、選

択された占い師が個人顧客に対して占い相談を行うことで、取引対価（占い師

ごとに設定された単価×相談時間）を収受しております。

マヒナ（占い相談）サービスの履行義務は、個人顧客に対して複数の占い師

が選択でき、選択した占い師に占い相談をするためのwebメディアを含めた仕

組みを運営し、占い師が個人顧客に対して占い相談が終了し取引対価が確定し

た時点で充足されると判断し、その一時点で収益を認識しております。

7．ピース（オンライン家庭教師）

ピース（オンライン家庭教師）サービスは、個人顧客との契約に基づき、コ

ンサルタントが個人顧客ごとに適した家庭教師を紹介し、当該家庭教師が当社

提供のオンラインシステム上で学習指導を行うことで、取引対価（１回60分の

学習指導を月４回実施する月謝）を収受しております。

ピース（オンライン家庭教師）サービスの履行義務は、個人顧客に対する学

習指導が完了した時点で充足されると判断し、その一時点で収益を認識してお

ります。なお、ピース（オンライン家庭教師）サービスに係る収益は、代理人

としての性格が強いと判断されるため、顧客から収受する対価から業務委託す

る家庭教師に対する原価を控除した純額を収益として認識しております。

8．即払い（給与前払いサービス）

即払い（給与前払いサービス）は、クライアント企業に対する即払いサービ

ス利用環境の提供と、ユーザーに対する給与の前払いがあります。

即払いサービス利用環境の提供は、顧客であるクライアント企業との契約に

基づき、クライアント企業が即払いサービスを利用できる環境を提供し、月額

基本料金を収受しております。クライアント企業は、従業員向け制度の一環と
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して即払いサービス環境を活用しております。即払いサービス利用環境提供の

履行義務は、クライアント企業に対して即払いサービスが利用できる環境を提

供することであり、一定の期間にわたり履行義務が充足されると考えられるた

め、契約期間にわたり収益を認識しております。

給与の前払いサービスは、顧客であるユーザーとの規約に基づき、ユーザー

の申請に基づき給与を前払いし、手数料を収受しております。給与の前払いサ

ービスの履行義務は、ユーザーに対して給与を前払いすることであり、ユーザ

ーが前払い給与を受領した時点で履行義務が充足されると判断し、その一時点

で収益を認識しております。

②ファイナンス・リース(貸手)の収益

ファイナンス・リースに係る金融収益は、受取リース料を実効金利法に基づき

金融収益とリース債権の回収に配分する方法で認識しております。

③ファクタリングの収益

ファクタリングに係る収益は、IFRS第９号「金融商品」に基づき実効金利法に

て収益を認識しております。

会計方針の変更に関する注記

当社グループが当連結会計年度より適用している基準書及び解釈指針は以下の通り

であります。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IAS第１号 財務諸表の表示
重要な（significant）会計方針では
なく、重要性がある（material）会計
方針を開示することを要求

IAS第８号
会計方針、会計上の見
積りの変更及び誤謬

会計方針の変更を会計上の見積りの変
更とどのように区別すべきかを明確化

IAS第12号 法人所得税
リース及び廃棄義務に係る繰延税金の
会計処理を明確化

上記基準書の適用による当社グループの連結計算書類に与える重要な影響はありま

せん。
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重要な会計上の見積りに関する注記

（のれんの減損テスト）

1. 当連結会計年度の連結財政状態計算書に計上した金額

資金生成単位に配分されたのれんの帳簿価額は、以下の通りであります。

(単位：千円)

セグメント 資金生成単位
当連結会計年度
(2024年９月30日)

デジタルマーケティング デジタルマーケティング 177,455

フィンテック デジタルギフト 8,000

フィンテック マヒナ 111,741

フィンテック ピース 76,771

2. その他見積りの内容に関する理解に資する情報

株式会社コミクスの「デジタルマーケティング」、株式会社Tsunagaruの「デジタル

クリエイティブ」、株式会社アーネラの「マヒナ（占い相談）」及び株式会社オンコー

チの「ピース（オンライン家庭教師）」に係る企業結合により取得したのれんは、企業

結合から便益を得ることが期待される資金生成単位に配分しており、毎期、更に減損

の兆候がある場合にはその都度、減損テストを行っております。

各資金生成単位の回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値は、

経営者が過去の実績及び外的経営環境を反映し、承認した将来事業計画（将来３年分）

を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引くことにより算定

しております。

将来事業計画は、受注見込案件や流通総額等のそれぞれの事業特性に応じた売上予

測、予定している施策の効果、認識時期などから売上収益を算定しております。また、

将来コストのうち、売上連動コストは過去の対売上比率や今後の施策による効果を反

映させ、その他コストは過去実績を勘案し、費目ごとに算定しております。これらの

算定においては、顧客数、平均単価、新規獲得件数、継続率、人員計画の主要な仮定

が含まれております。

割引率は、税引前加重平均資本コストを基礎に算定しております。なお、将来事業

計画の予測を超える期間のキャッシュ・フローについては、将来事業計画の最終事業

年度における計画値が成長率０％で継続する仮定に基づき、永続価値を算出しており

ます。

当連結会計年度において、各資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を十分に上回

っていることから、減損テストに用いた主要な仮定が合理的な範囲で変更されたとし

ても、それにより当該資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る可能性は低い
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と考えております。

（繰延税金資産の回収可能性）

1. 当連結会計年度の連結財政状態計算書に計上した金額

繰延税金資産 43,586千円

2. その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、決算日における資産及び負債の税務基準額と会計上の帳簿価額と

の間の一時差異等に対して、回収できる課税所得が生じると見込まれる範囲において

繰延税金資産を認識しております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に使用する将来の課税所得の見積については、経

営者が過去の実績及び外的経営環境を反映し、承認した将来事業計画（将来３年分）

を基礎としております。

将来事業計画は、受注見込案件や流通総額等のそれぞれの事業特性に応じた売上予

測、予定している施策の効果、認識時期などから売上収益を算定しております。また、

将来コストのうち、売上連動コストは過去の対売上比率や今後の施策による効果を反

映させ、その他コストは過去実績を勘案し、費目ごとに算定しております。これらの

算定においては、顧客数、平均単価、新規獲得件数、継続率、人員計画の主要な仮定

が含まれております。

当該見積りは将来の顧客の需要動向や競争環境の変化などにより影響を受ける可能

性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結

会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性

があります。
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連結財政状態計算書に関する注記

1. 資産から直接控除した貸倒引当金 15,362千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 14,146千円

3. 財務制限条項

マッコーリー・バンク・リミテッドを割当先とする第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債（以下、「CB」という。）の主な財務制限条項の内容は以下の通りでありま

す。

（1）当社が上場している金融商品取引所における当社普通株式の上場廃止が決定され

た場合、又は当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割

承継会社若しくは新設分割設立会社が、CBに基づく当社の義務を引き受け、かつ

本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付する場合に限る。）、当社が他の会

社の完全子会社となる株式交換、株式移転若しくは株式交付を当社の株主総会

（株主総会の決議を要しない場合は取締役会）で承認決議した場合

（2）(i)いずれかの取引日において、当該取引日に先立つ20連続取引日間の東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の出来高加重平均価格が2023年８月

14日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の50％（368

円）（但し、転換価額が調整される場合には、当該転換価額の調整に応じて適

宜に調整されるものとする。）を下回った場合

(ii)当該取引日に先立つ20連続取引日間の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の１取引日当たりの平均売買代金が、1,000万円を下回った場合

(iii)東京証券取引所における当社普通株式の取引が５連続取引日（東京証券取引

所において売買立会が行われることとなっている日をいう。）以上の期間にわ

たって停止された場合

（3）(i)当社の連結財務諸表又は四半期連結財務諸表上の負債の部に計上される金融

関連債務（但し、当座貸越を含み、リース債務は除く。）及び社債（但し、本

社債を除く。）の合計額が、CBの発行日以降、2.5億円以上増加した場合

(ii)当社の連結財務諸表又は四半期連結財務諸表上の現金及び預金の合計額から

負債の部の金額（但し、本社債を除く。）を控除した額がその時点で残存する

本社債の額面総額の50％相当額未満となった場合

上記の財務制限条項に抵触した場合、マッコーリー・バンク・リミテッドの要求に

基づきCBの繰上償還を行う可能性があり、当連結会計年度末日においては、上記（2）

(ii)及び（3）(ii)の財務制限条項に抵触しております。

なお、2024年11月22日にCBの全部が権利行使されました。詳細につきましては連結

計算書類の連結注記表（重要な後発事象）をご参照ください。
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連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは、以下の資金生成単位について減損損失を計上いたしました。

(1) 減損損失を認識した資金生成単位の概要

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都渋谷区
Webメディア
「すーちゃん
モバイル比較」

権利金 13,922

(2) 減損損失の認識に至った経緯

当連結会計年度において減損テストを実施した結果、収益性の低下によ

り投資額の回収が困難と認められるため、帳簿価額を回収可能価額（使用

価値）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。

(3) 資金生成単位

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の

資金生成単位でグルーピングを行っており、原則として、経営管理上の事業

区分を基準として資金生成単位を識別しております。
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連結持分変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度
末の株式数
（株）

普通株式 3,690,900 431,200 － 4,122,100

2. 自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度
末の株式数
（株）

普通株式 100,169 － － 100,169

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

該当事項はありません。

4. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 724,945株
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク(信用

リスク、市場リスク及び流動性リスク)に晒されております。そのため、社内管理規

程等に基づき、定期的に財務上のリスクのモニタリングを行い、リスクを回避又は

低減するための対応を必要に応じて実施しております。

当社グループは、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。

① 信用リスク

営業債権、契約資産及びその他の債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当社グループは、経理規程及び与信管理規程に従い営業債権について管理部

が取引ごとに期日及び残高を管理すると共に、入金状況を各営業部門に随時連絡

しております。これにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

営業債権については、返済期日を大幅に超過するなど、その全部または一部が

回収できない又は回収が極めて困難であると判断された場合に、債務不履行とみ

なし、信用減損が発生しているものと判定しております。

② 流動性リスク

当社グループは、利益計画に基づき経営管理本部が資金繰計画を作成すること

により、流動性リスクを管理しております。

③ 市場リスク

(a) 市場リスクの管理

当社グループが晒されている主要な市場リスクには、金利リスク、価格変動リ

スク、為替リスクがあり、これらのリスクに対応するため、当社の規程に準じた

管理を行っております。

(b) 金利リスク

当社グループの有利子負債は、借入金及びリース負債であり、借入金の一部は

変動金利により調達しております。また、有利子負債を超過する現金及び現金同

等物を保有しております。従って、当社グループにとって金利リスクは重要でな

いと判断しており、金利リスクの感応度分析は行っておりません。

(ⅰ)金利リスク管理

当社グループは、運転資金を外部からの借入金により調達しており、金利の

変動リスクに晒されております。当該金利変動リスクを低減するために、借入

金の固定金利と変動金利の適切なバランスを維持し、資金調達を実行しており

ます。

(c) 株価変動リスク
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当社グループは、事業戦略を円滑に遂行する目的で業務上の関係を有する企業

の株式を保有していることから、株価変動リスクに晒されております。当社グル

ープは、定期的に公正価値や取引先の財務状況等を把握し、取引先企業との関係

性を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

株式は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定してお

り、株価変動に対する損益への影響はなく、また、その他の包括利益への影響も

軽微であります。

(d) 為替リスク

(ⅰ)為替リスク管理

当社グループは、外貨建ての金融取引を行っており、外国為替相場の変動リ

スクに晒されております。当該外国為替相場の変動リスクを低減するために、

為替相場の継続的なモニタリングを行っております。

2. 金融商品の公正価値等に関する事項

① 金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較は、以下の通りであります。な

お、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融

商品については、以下の表には含めておりません。

(単位：千円)

当連結会計年度
(2024年９月30日)

帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する
金融資産

敷金及び差入保証金 96,816 96,709

合計 96,816 96,709

償却原価で測定する
金融負債

借入金 147,863 147,416

転換社債型新株予約権付
社債

50,000 48,296

合計 197,863 195,712

② 公正価値の測定方法

当社グループの主な金融資産及び金融負債の公正価値の測定方法は、以下の通りで

あります。
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(a) 現金及び現金同等物、並びに営業債権及びその他の債権

これらは全て短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似してい

ることから、当該帳簿価額を公正価値としております。

(b) その他の金融資産

敷金及び差入保証金は、償還予定時期を見積り、国債の利回りを基礎とした合理

的な割引率で割り引いた現在価値により測定しており、レベル２に分類しておりま

す。

非上場株式及び出資金は、主として修正簿価純資産法、ディスカウンテッド・キ

ャッシュ・フロー法等の適切な評価技法を使用して測定しており、レベル３に分類

しております。

上記以外のその他の金融資産は、主に短期間で決済されるものであり、公正価値

は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を公正価値としております。

(c) 借入金

短期借入金は、短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似して

いることから、当該帳簿価額を公正価値としております。

長期借入金は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により測定しており、レベル２に分類しております。

(d) その他の金融負債

転換社債型新株予約権付社債の新株予約権相当額については、株式の市場価格、

ヒストリカル・ボラティリティ等を考慮したモンテカルロ・シミュレーションを用

いて算定しており、レベル３に分類しております。

その他は主に短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似してい

ることから、当該帳簿価額を公正価値としております。

(e) 転換社債型新株予約権付社債

転換社債型新株予約権付社債の社債部分については、元利金の合計額と、当該社

債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により測定し

ており、レベル２に分類しております。

3. 金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項

① 公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

公正価値で測定する金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び

重要性に応じて、公正価値測定額を、次のようにレベル１からレベル３までに分類し

ております。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて測定した公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から算出
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された公正価値

公正価値の測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値の測定

の全体において最も低いレベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定して

おります。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期末日に発生したもの

として認識しております。
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② 公正価値ヒエラルキー

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類した、経常的に公正価値で測定する金融

商品の内訳は、以下の通りです。

(単位：千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

その他の金融
資産

純損益を通じ
て公正価値で
測定する金融
資産

－ － 13,276 13,276

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性
金融商品

－ － 20,524 20,524

合計 － － 33,800 33,800

金融負債

その他の金融
負債

純損益を通じ
て公正価値で
測定する金融
負債

－ － 600 600

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性
金融商品

－ － － －

合計 － － 600 600

(注) レベル間の振替はありません。
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③ レベル３に分類された金融商品の公正価値測定に関する情報

レベル３に分類された金融資産は非上場株式及び出資金であり、当社が最も適切か

つ関連性の高い入手可能なデータである投資先の将来の収益の見通し等の定量的な情

報を総合的に考慮し、主として修正簿価純資産法、ディスカウンテッド・キャッシ

ュ・フロー法等により公正価値を測定しております。また、レベル３に分類された

SAFE投資は、過去の取引価格を基礎として、金融商品の価値に影響を与える事象を考

慮して、公正価値を測定しております。

レベル３に分類された金融負債はデリバティブ負債であり、株式の市場価格、ヒス

トリカル・ボラティリティ等を考慮したモンテカルロ・シミュレーションを用いて公

正価値を測定しております。

レベル３に分類された金融商品については、適切な権限者に承認された公正価値測

定の評価方針及び手続きに従い、評価担当者が評価及び評価結果の分析を実施してい

ます。評価結果は適切な責任者によりレビューされ承認されております。
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④ レベル３に分類した金融商品の調整表

レベル３に分類された金融資産の期首残高から期末残高への調整表は、以下の通り

であります。

(単位：千円)

当連結会計年度
(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

期首残高 54,621

利得及び損失合計 △20,820

純損益 △900

その他の包括利益 △19,920

購入 －

売却 －

その他 －

期末残高 33,800

レベル３に分類された金融負債の期首残高から期末残高への調整表は、以下の通り

であります。

(単位：千円)

当連結会計年度
(自 2023年10月１日
至 2024年９月30日)

期首残高 85,670

利得及び損失合計 △5,070

純損益 △5,070

その他の包括利益 －

決済 △80,000

期末残高 600
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収益認識に関する注記

(1) 収益の分解

分解した売上収益とセグメントとの関連は、以下の通りです。

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
デジタル
マーケテ
ィング事

業

フィンテ
ック事業

主要なサービス

オウンド・メディア 61,463 － － 61,463

アライアンス・メディア 24,964 － － 24,964

デジタルウォレット － 46,847 － 46,847

デジタルギフト － 282,330 － 282,330

デジタルマーケティング 122,834 － － 122,834

マヒナ（占い相談） － 257,775 － 257,775

ピース（オンライン家庭教師） － 19,590 － 19,590

即払い（給与前払い） － 13,713 － 13,713

顧客との契約から認識した収益 209,262 620,258 － 829,521

その他の源泉から認識した収益(注) － 8,978 － 8,978

外部顧客への売上収益 209,262 629,237 － 838,500

（注）その他の源泉から認識した収益の中には、IFRS第９号「金融商品」に基づき認識したファクタリ

ングサービスの収益が含まれております。
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(2) 契約残高

顧客との契約から生じた契約残高は、以下の通りです。

(単位：千円)
当連結会計年度
(2024年９月30日)

期首残高

当連結会計年度
(2024年９月30日)

期末残高

顧客との契約から生じた債権

受取手形及び売掛金 92,031 75,850

契約資産 572 －

契約負債 33,569 22,139

(注）１．契約資産は、顧客との契約について期末日時点で完了しているが未請求の履行義務に係る
対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利
が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

２．契約負債は、主に顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会
計年度における契約負債の期首残高のうち、報告期間中に認識した売上収益の金額は
33,569千円であります。

３．当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識
した売上収益の額に重要性はありません。

(3) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引が

ないため、実務上の便法を使用して、残存履行義務に関する情報の記載を省略

しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれ

ていない重要な金額はありません。

(4) 顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産

当社グループにおいては、顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから

認識した資産はありません。

(5) 収益を理解するための基礎となる情報

「４.会計方針に関する事項」の「(11)重要な収益及び費用の計上基準」に記

載の通りであります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり親会社所有者帰属持分 179円09銭

基本的１株当たり当期利益 5円74銭
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重要な後発事象

（行使価額修正条項付第11回新株予約権の取得及び消却）

当社は2024年９月20日開催の取締役会において、当社が2023年８月31日にマッコ

ーリー・バンク・リミテッドを割当先として第三者割当増資により発行した行使価

額修正条項付第11回新株予約権（以下「第11回新株予約権」という。）について、残

存する第11回新株予約権の全部を取得及び消却することを決議いたしました。

１．取得及び消却する第11回新株予約権の内容

（１） 新 株 予 約 権 の 名 称 株式会社デジタルプラス 第11回新株予約権

（２） 新 株 予 約 権 の 個 数 1,000個

（３） 取 得 価 格 合計341,000円（新株予約権1個当たり341円）

（４） 取 得 日 及 び 消 却 日 2024年10月４日

２．第11回新株予約権を取得及び消却する理由

第11回新株予約権につきましては、当社株価が第11回新株予約権の当初行使価

額である1,000円を下回って推移していることから全量未行使となっており資金調

達が進捗しておりませんでした。

一方、2024年８月30日付で公表した「資本業務提携を含む、第三者割当増資に

よる新株式の発行に関するお知らせ」の通り第三者割当増資による新株式の発行

に伴う割当予定先との資本業務提携を行ったことから、一定の資金の目途がつい

たこと、及び第11回新株予約権が行使された場合の株式の希薄化による影響を鑑

み、当社の資本政策上、第11回新株予約権の取得及び消却をすることが株主利益

の保護の観点から必要であると判断したため、取得及び消却を行いました。

（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）の行使）

当社は2023年８月31日にマッコーリー・バンク・リミテッドを割当先として第

三者割当により発行した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修

正条項付）の残高50,000千円全額について、権利行使による新株への転換が行わ

れました。

（１） 新 株 予 約 権 の 名 称
株式会社デジタルプラス
第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

（２） 行 使 日 2024年11月22日

（３） 決 済 日 2024年11月26日
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（４） 転換社債型新株予約権付社債の減少額 50,000千円

（５） 資 本 金 の 増 加 額 25,000千円

（６） 資本準備金の増加額 25,000千円

（６） 発行する株式の種類及び株式数 普通株式 95,067株

（行使価額修正条項付第12回新株予約権の取得及び消却）

当社は2024年11月22日開催の取締役会において、当社が2023年８月31日にマッコ

ーリー・バンク・リミテッドを割当先として第三者割当増資により発行した行使価

額修正条項付第12回新株予約権（以下「第12回新株予約権」という。）について、残

存する第12回新株予約権の全部を取得及び消却することを決議いたしました。

１．取得及び消却する第12回新株予約権の内容

（１） 新 株 予 約 権 の 名 称 株式会社デジタルプラス 第12回新株予約権

（２） 新 株 予 約 権 の 個 数 3,000個

（３） 取 得 価 格 合計414,000円（新株予約権1個当たり138円）

（４） 取 得 日 及 び 消 却 日 2024年12月６日（予定）

２．第12回新株予約権を取得及び消却する理由

第12回新株予約権につきましては、当社株価が第12回新株予約権の当初行使価

額である1,300円を下回って推移していることから全量未行使となっており資金調

達が進捗しておりませんでした。

一方、資金の調達が完了したことにより2024年９月末の現金及び現金同等物が

800百万円を超え、十分な資金が確保されたことを鑑み、当社の資本政策上、第12

回新株予約権の取得及び消却をすることが株主利益の保護の観点から必要である

と判断したため、取得及び消却を行いました。
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貸 借 対 照 表

(2024年９月30日現在) （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,181,365 流 動 負 債 940,321

現金及び預金 297,106 買掛金 34,159

売掛金 71,385 社債 50,000

買取債権 173,258 短期借入金 550,000

前渡金 11,181 １年内返済予定の長期借入金 57,504

前払費用 8,883 未払金 158,143

短期貸付金 310,000 未払費用 2,616

未収入金 307,135 前受金 66,666

その他 2,415 預り金 4,936

固 定 資 産 350,556 未払法人税等 8,361

有形固定資産 258 株主優待引当金 3,116

建物 0 その他 4,816

工具、器具及び備品 258 固 定 負 債 90,309

無形固定資産 126,065 長期借入金 90,000

のれん 119,763 繰延税金負債 309

ソフトウェア 2,071

商標権 4,230 負債合計 1,030,630

投資その他の資産 224,232 純 資 産 の 部

投資有価証券 19,692 株 主 資 本 509,505

関係会社株式 1,530 資本金 125,489

長期貸付金 171,874 資本剰余金 1,948,217

長期前払費用 321 資本準備金 125,489

長期未収入金 210 その他資本剰余金 1,822,728

その他 30,605 利益剰余金 △1,482,219

繰 延 資 産 13,050 その他利益剰余金 △1,482,219

株式交付費 5,048 繰越利益剰余金 △1,482,219

社債発行費 8,001 自己株式 △81,982

評価・換算差額等 584

その他有価証券評価差額金 584

新株予約権 4,252

純資産合計 514,342

資産合計 1,544,973 負債及び純資産合計 1,544,973
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損 益 計 算 書

（ 2023年10月１日から
2024年９月30日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 271,441

売 上 原 価 8,603

売 上 総 利 益 262,837

販売費及び一般管理費 490,940

営 業 損 失 228,103

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11,055

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 212,298

そ の 他 75,082 298,436

営 業 外 費 用

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,159

支 払 利 息 8,466

社 債 発 行 費 償 却 4,364

株 式 交 付 費 償 却 582

そ の 他 697 15,271

経 常 利 益 55,062

特 別 損 失

減 損 損 失 13,923

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,354 16,277

税 引 前 当 期 純 利 益 38,784

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 950 950

当 期 純 利 益 37,834
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株主資本等変動計算書

（ 2023年10月１日から
2024年９月30日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

その他資本剰
余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利
益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

当期首残高 10,576 10,576 1,822,728 1,833,304 △1,520,054 △1,520,054

当期変動額

当期純利益 － － － － 37,834 37,834

新株の発行 114,913 114,913 － 114,913 － －

株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

－ － － － － －

当期変動額合計 114,913 114,913 － 114,913 37,834 37,834

当期末残高 125,489 125,489 1,822,728 1,948,217 △1,482,219 △1,482,219

株主資本
株主資本
合 計

評価・換算
差額等

新株予約権
純資産
合 計

自己株式
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 △81,982 241,844 781 4,252 246,878

当期変動額

当期純利益 － 37,834 － － 37,834

新株の発行 － 229,826 － － 229,826

株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

－ － △196 － △196

当期変動額合計 － 267,661 △196 － 267,464

当期末残高 △81,982 509,505 584 4,252 514,342
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
子会社株式 … 移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等 … 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合等への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方
法によっております。

②棚卸資産
仕掛品 … 個別法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）
貯蔵品 … 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 … 定率法

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物は定額法

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物 ３～18年
工具、器具及び備品 ４～20年

②無形固定資産 … 定額法
自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。
商標権については、定額法（10年）を採用しております。
権利金については、定額法（３年）を採用しております。

3. 引当金の計上基準
①株主優待引当金 … 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるた

め、翌事業年度以降において発生すると見込
まれる額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準

①顧客との契約から生じる収益

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下の通りであります。なお、いずれの取引も履行義務を充足してから概ね１年

以内に取引の対価は受領しており、取引価格に重要な金融要素は含まれておりま

せん。

(a)オウンド・メディア

オウンド・メディアサービスは、顧客であるASP会社との規約に基づき、当社

グループが運営するwebメディアを介してweb閲覧者をASP会社と契約している広

告主のwebサイトに送客し、web閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購入やサー

ビス申込等を行った成果として、取引対価（単価×成約数）を収受しておりま

す。メディアアフィリエイトサービスの履行義務は、当社グループが運営する

webサイトを介して送客したweb閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購入やサー

ビス申込等を行うことであり、web閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購入や

サービス申込等を行った時点で履行義務が充足されると判断し、その一時点で

収益を認識しております。

(b)アライアンス・メディア

アライアンス・メディアサービスは、クライアント企業との契約に基づき、

当社グループが契約するドメインで公開されているwebメディア運営をクライア

ント企業に委託し、当該webメディアを介してweb閲覧者がASP会社と契約してい

る広告主のwebサイトに送客され、web閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購入

やサービス申込等を行った成果をクライアント企業が収受した結果の委託対価

として、取引対価（単価×成約数）を収受しております。アライアンス・メデ

ィアサービスの履行義務は、当社グループが契約するドメインで公開されてい

るwebサイトを介して送客されたweb閲覧者が広告主のwebサイトにて物品購入や

サービス申込等を行った成果をクライアント企業が収受することであり、クラ

イアント企業が成果を収受した時点で履行義務が充足されると判断し、その一

時点で収益を認識しております。

(c)デジタルマーケティング

デジタルマーケティングサービスは、クライアント企業との契約に基づき、

クライアント企業が運営するwebメディアのマーケティング支援を行い、取引対

価を収受しております。

デジタルマーケティングサービスの履行義務は、当社がクライアント企業の

webメディアのマーケティング支援（主に広告出稿、広告制作や各種コンテンツ

制作）を実施することであり、当該マーケティング支援の効果は実施の都度、

クライアント企業は便益を享受いたします。そのため、マーケティング支援の
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実績は契約に従った計算締め期間に従い、月単位（一定期間）で充足されると

判断し、その一定期間で収益を認識しております。なお、広告出稿に係る収益

は、代理人としての性質が強いと判断されるため、クライアント企業から収受

する対価から関連する原価を控除した純額を収益として認識しております。

(d)シェアードサービス

グループ会社にシェアードサービスを提供しております。業務受託料は、顧

客が一定期間にわたり便益を受けるため、契約期間にわたり定額で収益を認識

しております。

②その他の源泉から生じる収益

(a)ファクタリング

ファクタリングに係る収益は、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計

基準」に基づき償却原価法にて収益を認識しております。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、５年間で均等償却しております。

(2)繰延資産の処理方法

社債発行費は、社債償還期間（３年間）にわたり均等償却しております。

株式交付費は、３年間で均等償却しております。

重要な会計上の見積りに関する注記

（デジタルマーケティング事業に係るのれんの評価）

1．当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度の貸借対照表において計上しているのれん119,763千円は、2023年１月

１日に譲受した株式会社コミクスが運営するデジタルマーケティング支援事業に係

るのれんです。

対象事業の取得対価の算定及び識別可能な資産・負債の公正価値については外部

専門家を利用し、取得対価と識別可能な資産・負債の公正価値との差額をのれんと

して算定しています。また、のれんの償却については、取得原価の算定の基礎とし

た同事業の事業計画に基づく投資の予想回収期間を検討し、５年間で均等償却して

おります。

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

対象事業の取得対価は、同事業の将来の成長予測を加味した事業計画や割引率等

を算定の基礎として企業結合日における時価により測定しております。

事業譲受時に計上したのれんは対象事業の超過収益力として認識していますが、

超過収益力が毀損し減損の兆候があると認められる場合には、該当する事業におけ
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る割引前将来キャッシュ・フローの総額とのれんを含む資産グループの帳簿価額を

比較することによって、減損損失の認識の要否を判定しております。

のれんの減損兆候の判定にあたり、事業譲受時に合理的に作成した事業計画と過

去実績との比較や当事業年度以降の営業損益の見込みに基づき、超過収益力の毀損

は生じていないと考えられるため、のれんに関する減損の兆候は認められないと判

断しております。翌期以降の事業計画の策定にあたっては、過去実績を主要な仮定

として織り込んでおります。

上記の仮定は、決算時点で入手可能な情報に基づき、合理的に判断し算定してお

りますが、実際に発生した金額が見積りと大きく乖離する場合、翌事業年度に減損

の兆候があると判定され、同期間における計算書類において、減損損失を計上する

可能性があります。

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 8,739 千円

2. 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 545,944 千円

長 期 金 銭 債 権 171,874 千円

短 期 金 銭 債 務 128,178 千円

3. 財務制限条項

マッコーリー・バンク・リミテッドを割当先とする第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債（以下、「CB」という。）の主な財務制限条項の内容は以下の通りでありま

す。

（1）当社が上場している金融商品取引所における当社普通株式の上場廃止が決定され

た場合、又は当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割

承継会社若しくは新設分割設立会社が、本新株予約権付社債に基づく当社の義務

を引き受け、かつ本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付する場合に限

る。）、当社が他の会社の完全子会社となる株式交換、株式移転若しくは株式交付

を当社の株主総会（株主総会の決議を要しない場合は取締役会）で承認決議した

場合

（2）(i)いずれかの取引日において、当該取引日に先立つ20連続取引日間の東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の出来高加重平均価格が2023年８月14日

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の50％（368円）（但

し、転換価額が調整される場合には、当該転換価額の調整に応じて適宜に調整さ

れるものとする。）を下回った場合

(ii) 当該取引日に先立つ20連続取引日間の東京証券取引所における当社普通株

― 76 ―

2024年11月29日 16時00分 $FOLDER; 76ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



式の普通取引の１取引日当たりの平均売買代金が、1,000万円を下回った場合

(iii)東京証券取引所における当社普通株式の取引が５連続取引日（東京証券取

引所において売買立会が行われることとなっている日をいう。）以上の期間にわ

たって停止された場合

（3）(i)当社の連結財務諸表又は四半期連結財務諸表上の負債の部に計上される金融

関連債務（但し、当座貸越を含み、リース債務は除く。）及び社債（但し、本社

債を除く。）の合計額が、本新株予約権付社債の発行日以降、2.5億円以上増加し

た場合

(ii) 当社の連結財務諸表又は四半期連結財務諸表上の現金及び預金の合計額か

ら負債の部の金額（但し、本社債を除く。）を控除した額がその時点で残存する

本社債の額面総額の50％相当額未満となった場合

上記の財務制限条項に抵触した場合、マッコーリー・バンク・リミテッドの要求に

基づきCBの繰上償還を行う可能性があり、当事業年度末日においては、上記（2）(ii)

及び（3）(ii)の財務制限条項に抵触しております。

上記の財務制限条項に抵触した場合、マッコーリー・バンク・リミテッドの要求に

基づきCBの繰上償還を行う可能性があり、当連結会計年度末日においては、上記（2）

(ii)及び（3）(ii)の財務制限条項に抵触しております。

なお、2024年11月22日にCBの全部が権利行使されました。詳細につきましては連結

計算書類の連結注記表（重要な後発事象）をご参照ください。

損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営 業 取 引 に よ る 取 引 高

売上高 53,200 千円

営業取引以外の取引による取引高

受取利息 11,035 千円

貸倒引当金戻入額 212,298 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 100,169株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な発生原因は繰越欠損金等であり、全額について評価性引当額

を控除しているため、貸借対照表計上額はゼロとなっております。
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関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員が
議決権の
過半数を
所有して
いる会社

K Legend株式会社 - 役員の兼任

資金の借入 150,000 短期借入金 150,000

資金の借入

資金の返済

130,000

40,000

長期借入金

短期借入金
90,000

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方法等

管理業務の受託に係る取引金額は、取引規模を総合的に勘案し交渉の上決定しております。

資金の借入については、借入利率は実勢価格又は一般的な取引条件を参照としつつ交渉に

より決定しております。

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
株式会社
デジタル

フィンテック

所有
直接 100％

役員の兼任
資金の援助

管理業務の
受託

46,800 売掛金 21,450

資金の貸付

資金の返済

利息の受取

250,000

260,000

6,577

短期貸付金 190,000

長期貸付金 143,374

子会社
株式会社
デジタル

and

所有
直接 51％

役員の兼任
資金の援助

管理業務の
受託

6,400 売掛金 605

利息の受取 4,458 長期貸付金 148,500

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方法等

管理業務の受託に係る取引金額は、取引規模を総合的に勘案し交渉の上決定しております。

資金の貸付については、貸付利率は実勢価格又は一般的な取引条件を参照としつつ交渉に

より決定しております。

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注

記」の「4. 収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 126円83銭

１株当たり当期純利益金額 10円26銭

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

当期純利益 37,834千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る当期純利益 37,834千円
普通株式の期中平均株式数 3,687,915株

重要な後発事象

（行使価額修正条項付第11回新株予約権の取得及び消却）

（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）の転換完了）

（行使価額修正条項付第12回新株予約権の取得及び消却）

詳細につきましては、連結計算書類の連結注記表（重要な後発事象）をご参照くだ

さい。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年11月22日

株式会社デジタルプラス
取締役会御中

PwC Japan有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山本 剛

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊藤 健一

・監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社デジタルプラスの2023年

10月１日から2024年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態
計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定
められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠し
て、株式会社デジタルプラス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

・監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

・その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

・連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ

た、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書
類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により
定められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
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・連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第 120 条第 1 項後段の規定により定
められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減
するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

・利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以 上

― 81 ―

2024年11月29日 16時00分 $FOLDER; 81ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年11月22日

株式会社デジタルプラス
取締役会御中

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山本 剛

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊藤 健一

・監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社デジタルプラスの

2023年10月１日から2024年９月30日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

・監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

・その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

・計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

・計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

・利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監査報告書

監査等委員会は、2023年10月１日から2024年９月30日までの第20期事業年

度の取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につ

き以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

（1）監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明する

と共に、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統

制部門と提携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査しました。ま

た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情

報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証すると共に、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３

年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計

算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2024年11月26日

株式会社デジタルプラス 監査等委員会

取締役（監査等委員） 大 塚 和 成 ㊞

取締役（監査等委員） 志 村 正 之 ㊞

取締役（監査等委員） 西井 健二朗 ㊞

（注）取締役（監査等委員）大塚和成、志村正之、西井健二朗は、

会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役でありま

す。

以 上

― 85 ―

2024年11月29日 16時00分 $FOLDER; 85ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）


	第20回定時株主総会招集ご通知
	招集ご通知
	事業報告
	企業集団の現況に関する事項
	会社の株式に関する事項
	会社役員に関する事項

	株主総会参考書類
	第１号議案
	第２号議案
	第３号議案

	株主総会会場ご案内図

	第20回定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）
	表紙
	事業報告
	企業集団の現況に関する事項
	会社の株式に関する事項
	会社の新株予約権等に関する事項
	会社役員に関する事項
	会計監査人の状況
	剰余金の配当等の決定に関する方針
	業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

	連結計算書類
	連結財政状態計算書
	連結損益計算書
	連結持分変動計算書
	連結注記表

	計算書類
	貸借対照表
	損益計算書
	株主資本等変動計算書
	個別注記表

	監査報告書
	連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
	計算書類に係る会計監査人の監査報告書
	監査等委員会の監査報告書





